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企業理念

ビジョン

行動指針

私たちは“みんなと暮らすマチ”を幸せにします。

実行一流企業へ。
全員でお客さまのニーズと変化を考えぬき、スピードをもって実行し、
マチの暮らしにとって、なくてはならない存在になります。

1. お客さま、マチ、お店を起点に考えます。
2. 基本を徹底し、革新に挑戦します。
3. 仮説、実行、検証の質とスピードを高めます。
4. 規律のもとで自律し、チームでやりぬきます。
5. 自己の成長を求め、仲間の成長を支えます。

ローソンのコミュニケーション媒体

ウェブサイト　冊子で紹介しきれなかった情報やデータを掲載しています。

統合報告書 財務セクション
マチと共に生きる

取り組み報告

マチに根ざしたローソ
ングループの事業活動
と、将来への持続的成
長ストーリーを紹介して
います。

当該年度の業界動向や
経営施策、財務状況に
ついて報告しています。
業績の評価と分析を行
うとともに、次年度の見
通しについても言及して
います。

マチの社会・環境課題に取り組む
活動を、理解しやすいようにでき
るだけ平易な言葉を使用して紹
介しています。
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私たちは“みんなと暮らすマチ”を幸せにします。

マチと共に生きる
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これがローソングループの企業理念です。
私たちは、マチにあるいろいろな問題を解決し、
お客さまからのさまざまなご要望やニーズにお応えすることで、
マチへ元気をひろげ、マチに暮らす人々に笑顔があふれるマチづくりを目指しています。

ローソングループ環境方針

私たちローソングループは、
豊かな地球の恵みを次世代へ引き継ぐため、
常に環境に配慮した事業活動を行うとともに、
地域社会との共生と持続可能な発展に向けて積極的に行動します。

基本理念

1  低炭素社会の構築に向けて
地球温暖化防止に向けて、事業活動における省エネル
ギー、省資源、廃棄物の削減に取り組みます。

2  商品・サービスなどの開発における配慮
原材料の調達から販売、廃棄までのすべての段階におい
て、自然環境や地域社会への影響を十分に配慮します。

3  社会貢献活動への積極的な参画
地域社会の一員として緑化・美化活動に取り組むなど、
社会貢献活動への積極的な参画を進めます。

方　　針

私たちは

“みんなと暮らすマチ”を幸せにします。
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4  継続的な改善の実施
環境マネジメントシステムを活用し、目的・目標を定め、
継続的な改善により環境保全に努めます。

5  法令等の順守
環境保全活動に関連する諸法規及び自ら定めたルール
を順守します。

6  コミュニケーションの推進
教育の推進により環境保全に対する意識の向上を図る
とともに、ステークホルダーとのコミュニケーションを推
進します。
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課題解決 に向けた
社会・環境へ の取り組み　

環境マネジメント
システム
ISO14001

Plan
（計画）

Action
（見直し）

Do
（実施･運用）

Check
（チェック）

社会・環境に配慮した事業   活動を推進するために、
環境マネジメントシステム    「ISO14001」を活用

健康サポート

子育て支援

おいしく健康に配慮した商品や医薬品
の販売、店舗での健診などを通じて健
康的な生活を支援

子どもたちが夢をあきらめなくてすむよう
に返還不要の奨学金などで就学を支援

地域の食材で商品開発

地元の食材を活用した商品を開発・販
売するなどして地域の活性化に貢献

災害時のライフライン

大規模な災害への備えとともに、災害
発生時は店舗の営業継続により被災地
を支援

“みんなと暮らすマチ”を幸せにするため、
マチの課題解決にチャレンジ

［ISO14001の対象範囲］
2018年3月1日時点

本社24本部・室、8エリア、
5グループ会社
13,992店舗

（店舗数は2018年2月末時点）

2015年9月、国連本部で開催された「国連
持続可能な開発サミット」において、採択さ
れた「持続可能な開発目標（SDGs）」。2030
年までに地球規模で解決すべき17の目標
と169のターゲットが掲げられました。
マチの課題を一つひとつ解決するための
チャレンジこそ、ローソングループが目指
す“みんなと暮らすマチ”を幸せにすること
であり、SDGsの達成につながります。

※SDGsの番号は代表的なものを記載

地域社会

お客さま

お取引先さま

オーナーさん

FC（フランチャイズ）
加盟店

社員

クルーさん
(パート・アルバイト)

株主さま

持続可能な社会を実現し、
“みんなと暮らすマチ”を幸せに

マチの課題

近くで買える
店の減少

地球温暖化

少子高齢化

健康志向の
高まり

地域社会の
活性化

大規模災害の
発生

省エネ・創エネ対策の推進

店舗への省エネタイプの機器導入など
で電気使用量を削減

買い物にお困りの中山間地域などで、
食品や日用品などの移動販売を実施

宅配・移動販売の推進
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移動販売でマチの方のお買い物を便利に

より住みやすいマチづくりへ
自治体と連携しながら全国のお店で  マチに貢献
ローソングループは、地域食材を活かした商品開発や福祉・子育て支援、そして災害対応や環
境への貢献など、地方自治体や地域の団体などと密接に連携しながら、全国のお店を通じて各種
活動を実施しています。マチの活性化及びマチの皆さまにとってより住みやすい環境をつくるた
め、さまざまな事業を行っています。

観光振興・
PR

福祉・
子育て
支援

防犯・青少年
の育成

地元の
産品・食材

の拡販

災害対策

環境貢献

包括協定締結数
45道府県、7市

（2018年5月末時点）

2014年から、尼崎市内の3店舗の駐車場で、「コンビニ健診」を実施
しています。年2回実施し、1回当たり20人から50人の方が健康診断
を受けており、年々受診人数が増えています。また、店舗の近くの住
民の方から要請があり、健康セミナーでの講演も実施しています。
私自身、幼いころからマチの方々にお世話になっており、ローソンを
通して恩返しができることに喜びを感じています。マチの皆さんが
いつまでも健康でいられるよう、今後も取り組みを進めていきます。

コンビニ健診で地域住民の健康な生活をサポート

東京都青梅市との「買い物環境向上に対する連携協定」に基づき、毎週水曜日と
金曜日に、食料品や日用品など約300品目を移動販売用のトラックに積み、中
山間地域の成木地区の10ヵ所で販売しています。日々の買い物に不便を感じて
いる方々の、買い物環境の向上に貢献できないかとずっと考えてきたことを今
回実現でき、うれしく思っています。感激したことは、初めて降雪で移動販売を
中止した日に現地を視察すると、すべての販売場所がきれいに除雪されていた
ことです。これからも、引き売りが商いの原点であることを意識しながら、お客
さま・行政関係者・自治会関係者などの皆さんが幸せになるための挑戦を続け
ていきます。

多摩支店 青梅東青梅四丁目店 オーナー　齋藤 均 さん

兵庫東支店
有限会社 ハーモニー
福井 智康 さん

492店

急病・ケガ人の救護

1,663店

女性・子どもの駆け込み対応

478店

ストーカーへの対応

1,458店

振り込め詐欺の防止

出典：
2017年度（平成29年度）版FC加盟店

オーナー・店長向けアンケート（JFA）より、
ローソン分のみ抽出

小学校の道徳の時間に出前授業を実施

佐賀・久留米支店
株式会社 S.P
マネジメントオーナー
高柳 秀則 さん

ローソンは、一般社団法人日
本フランチャイズチェーン協
会（JFA）のセーフティステー
ション活動に積極的に参加し、
安全・安心なマチづくりへの
協力や、青少年が育つ環境の健
全化への取り組みなどを推進
しています。

店舗近くの小学校からの依頼で、経営者の立場から道徳
の授業で、ルールを守る大切さ・重要さを伝えています。

「万引きをするということは？」を題材に、なぜ悪いこと
なのか、結果として自分やまわりの人に何が起こるの
か、双方向コミュニケーションを意識しながら子どもた
ちに伝えています。今では店長も率先して参加すること
で、マチへの貢献の場が自らの組織の社員育成にもつな
がっており、とても感謝しています。また、子どもたちに
は、ローソンをより身近に感じてもらえるようになった
のではないかと思います。

子どもたちからの感想文

配達用の車の前で、船水店長（左）と
川崎クルー

齋藤オーナー（中央）と店舗専従者

青森西支店 弘前国吉店 店長　船水 直子 さん

店舗をオープンしてから毎月1回、店舗の2km範囲で清掃を実施し、道路の
脇や畑の中まで、すべてのごみを拾うようにしています。ユニフォームは着
用していませんが、気がついたお客さまから声をかけていただくことも。と
てもうれしいです。また、店舗周辺の10km以内にスーパーマーケットがな
いため、ローソンが最寄りの購入場所となっています。配達用の車で、デイ
サービスの拠点に毎月3回、配達しています。心待ちにされている方が多く、
やりがいを感じており、これからさらに宅配に力を入れていきたいと考え
ています。店舗の経営理念である“すべてに『感謝』と『ありがとう』”を実現
できるよう、従業員一同でこれからもがんばっていきたいと思います。

毎月の清掃活動や商品の配達でマチとお客さまを幸せに
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観光振興・
PR

福祉・
子育て
支援

防犯・青少年
の育成

地元の
産品・食材

の拡販

災害対策

環境貢献

大手調剤薬局チェーンのクオー
ル株式会社や、佐賀県と福岡県で
調剤薬局・ドラッグストアを展開
する株式会社ミズなどと共同で、
調剤薬局併設型店舗の出店を進
めています。2018年5月末時点
で、45店舗を展開しています。

調剤薬局併設型店舗の出店
OTC医薬品（市販薬）の
取り扱い強化 ケアローソンの出店

「ヘルスケアローソン」は、OTC
医薬品やビューティ商品など、通
常の店舗にはない商品も品揃え。
売場では登録販売者が相談応需
を行っており、好評をいただい
ています。OTC医薬品の販売は
2018年5月末時点で、180店舗
に達しています。

シニアの方やそのご家族をサポー
トする店舗が「ケアローソン」で
す。店内に、介護相談窓口や多世
代の方々が気軽に交流できるサロ
ンスペースを併設。また、シニア
の方やそのご家族のニーズに合わ
せた商品を揃えています。

社員、そしてオーナー・
クルーの健康も推進

お客さまの健康的な生活をサポートすると
ともに、グループで働く社員の健康増進に
も取り組んでいます。具体的には健康診断
の受診をすすめるほか、社員の健康意識を
高めるため、健康増進キャンペーンの実施
や大運動会の開催、運動機会を増やした社
員に対してヘルスケアポイントの付与など
を実施しています。FC加盟店オーナーやク
ルーの健康増進も重要と考え、健康診断の
受診補助金制度や健康サポートメニューを
用意しています。

自治体と協働した
健康づくり

従来は、役所や公民館などで行っていた住
民向けの健康診断や健康相談を、自治体と
協働でお客さまのより身近なローソンで実
施しています。2013年10月に兵庫県尼崎
市からスタートし、これまで9つの地域で実
施しました。2017年度は、京都府と協力し、
2017年9月に福知山市内の店舗で、2018
年1月には京田辺市内の店舗で、駐車場を
使って肺がん検診を行いました。

ロカボ商品の開発・販売
ローソンでは、「マチの健康ステーション」として、高齢化社
会や健康志向ニーズの高まりなどの社会の変化に対応し、

“おいしくて健康” を軸にした“ロカボ”商品や健康に配慮し
た商品の開発・販売に積極的に取り組んでいます。
ロカボとは、一般社団法人食・楽・健康協会が推奨する緩や
かな糖質コントロールのことです。1食当たりの糖質量を
20～40ｇ、間食10ｇ以内（1日70～130g）を目途に、おい
しく楽しく適正糖質を摂取することをすすめています。
ローソンの代表的なロカボ商品であるブランパンシリーズ
は、独自の配合によりブラン（穀物の外皮）の独特のにおい
を軽減して、お客さまに継続しておいしく召し上がってい
ただけるようにしています。
また、オリジナル商品の一部のパッケージにロカボマーク
や糖質量を記載し、お客さまが健康的な食生活を送る上で
参考にしていただけるようにしています。

ロカボで健康、始めませんか

1食当たり
糖質量
21.6ｇ

1個（可食部
標準52g）当たり
炭水化物量

0.7ｇ
■ハムたっぷり！
　レタスハム

1パック5個
糖質量
8.0ｇ

■からあげクン
　（レギュラー）

1食当たり
糖質量
17.2ｇ

■ブランの
　バタースティック2本入

■おぎなう緑茶

■ローソンセレクト
　味付たまご

1本当たり
炭水化物量
0.0ｇ

1食当たり
炭水化物量
26.9ｇ

朝ロカボ

1食糖質量20～40g 間食糖質量10g以内

＋朝食
20～40g

昼食 夕食 間食
20～40g 10g20～40g

【プロフィール】日々、1300人の患者と
向き合いながら、食べる喜びが損なわれ
る糖尿病治療において、いかにQOL（ク
オリティ・オブ・ライフ）を上げていける
かを追求。2013年11月14日には、一
般社団法人 食・楽・健康協会を設立し、
「ロカボ（緩やかな糖質制限＝新時代の
適正糖質摂取）」の考え方を普及させ、
作り手にも食べる側にも、より良い社会
の実現を目指す。

一般社団法人 食・楽・健康協会 代表理事
北里研究所病院 糖尿病センター長

やま だ さとる

山田 悟
ロカボとは糖質量を1日70～130g（1食20～40g+
間食10g）を目途に摂取する緩やかな糖質コントロール
をする食生活のことです。※食・楽・健康協会より

店内に
ロカボメニューを
揃えてます

手軽に
しっかり
食べたい人に。

昼ロカボ
午後も活発に
頑張りたい
人に。

夜ロカボ
仕事帰りに
運動したい
人に。

■豆腐ハンバーグのサラダ

■10種野菜と豆の
　ミネストローネ

1食当たり
糖質量
15.3ｇ

※当店ではお取り扱いのない場合があります。予めご了承ください。※画像はイメージです。
※商品情報は4月9日時点のものです。商品名・売価・仕様・パッケージは変更になる場合があります。 配布期間：4/9～10/31

＋

＋＋

＋
1食当たり
糖質量
4.4ｇ

■ブランパン2個入

＋

■カフェラテ（M）

1杯当たり
炭水化物量
7.0ｇ＋

食物繊維

糖類

糖質

炭水化物

カロリーや糖質・塩分を考慮するなど、健康に配慮した商品の提供から、医薬品の販売、健康
診断の実施など、「マチの健康ステーション」としてマチの方々の健康的な生活を幅広く支援
しています。

「マチの健康ステーション」実現へ
地域の方々の健康をサポート 商品パッケージの

表面（オリジナル
ロゴ）や裏面（栄養
成分表示）に、糖質
量を記載

● 調剤薬局併設店舗数：45店
● OTC医薬品（市販薬）販売店舗数：180店

● ケアローソン店舗数：16店
● コンビニ健診などの実施エリア：9エリア

関連データ

2018年5月末時点

ローソン マチと共に生きる取り組み報告 20186 7

マ
チ
へ
元
気
を
ひ
ろ
げ
る

次ページへ前ページへ 次ページへ前ページへ 目次に戻る



2017年「ローソン沖縄×商業高校生商品開発プロ
ジェクト」でグランプリを受賞した作品をもとに、沖
縄県立那覇商業高等学校の生徒さんと共同開発。パ
ン生地にタコスミートとチーズソースを包んでふん
わりと焼き上げました。パンを3つにちぎって食べ
ることができ、1ヵ所には辛口ソースを注入して味
の変化をつけた商品です。

福岡県朝倉市の高校3校の生徒さんが考案
「平成29年九州北部豪雨災害義援金」寄付つき商品

2018年2月20日から3月19日まで、九州地区のローソン1,305店舗（2018年2月末時点）
で、平成29年九州北部豪雨災害への義援金寄託を目的とした3つの商品を販売しました。
福岡県立朝倉高等学校、福岡県立朝倉東高等学校、福岡県立朝倉光陽高等学校の3校の生徒
さんたちが考案し、福岡県朝倉産の食材を使用した商品です。そして2018年5月14日に、
朝倉市役所において、総額733,329円の義援金を寄託しました。

ローソン店内のアンテナショップが、
多くの方に函館の魅力を届けています

函館ブランドを継続的にPRする。それがアンテナショップ
「函館もってきました。」です。立地とコストパフォーマンス
のよさなどからローソン京橋駅前店への出店を決めました。
函館産品の商品を約150品目取り揃え、函館ならではの特徴
的な商品を販売するフェアも毎月開催しています。

「函館に行きたくなった」という声も多くいただき、アンテナ
ショップとしての役割を確実に果たしていると感じていま
す。また、「ローソン店内にあることがおもしろい」「ローソ
ン店内だから利用しやすい」など、ローソンとコラボしたか
らこその声も寄せられています。お弁当や飲み物を目的に来
店されるお客さまにも函館の魅力を伝えることができるの
は、ローソン店内にあるからだと思います。
函館の魅力をさらに発信するために、アンテナショップの2
号店をオープンしたいと考えています。

函館市 経済部 食産業振興課 主事

不京 功 さん

自治体や地元の高校生、地場のメーカーなどと密接に連携しながら、地域の食材を使った商
品や食文化を活かした商品の開発と販売に積極的に取り組み、マチの活性化に協力していま
す。自治体と提携したアンテナショップの展開にも取り組み、各地域のおすすめ品を販売す
るとともに観光情報も提供しています。

目録を受け取る朝倉市長の林裕二様（左）
と、当社社長補佐の水野隆喜（右）

ローソン京橋駅前店内の函館市のアンテ
ナショップ。ローソンでは函館市を含め、
7自治体10店舗のアンテナショップを常
時展開（2018年7月末時点）

肉みそおにぎり あまおうととよみつひめの
ダブルエクレア

三連水車風パン

秋田県産あきたこまちの米粉と卵を使用し、秋田県
立金足農業高等学校の生徒さんと共同開発。パン
ケーキは醤油と蜜漬けりんごで甘じょっぱい味に仕
立て、デニッシュドーナツには男鹿半島の塩を配合
したキャラメルクリームを注入しました。

「金農 パンケーキ」と
「金農 デニッシュドーナツ」

岐阜県立大垣桜高等学校食物科の生徒さん12名と
の共同開発。岐阜県産のハツシモ米粉を使用したス
ポンジの上に苺ソースとカスタードクリームを乗
せ、苺のムースで包んだケーキです。さらに学校名
にちなんで、桜の花びらに見立てた苺チョコレート
をトッピングし、見た目にも華やかな商品です。

「苺香るふわふわムースケーキ
（岐阜県産ハツシモ米粉使用）」 「ちぎりタコスパン」

宮城県主催の平成29年度「高校生地産地消お弁当コ
ンテスト」で優秀賞を受賞した、宮城県気仙沼西高等
学校の生徒さん考案のレシピをもとに商品化。宮城
県産金華さば入りの炊き込みご飯と、宮城県産豚肉
と小松菜のオイスターソース炒め、三陸産茎わかめ
のカニカマ・ツナ和えなどを盛り付けた商品です。

「気仙沼西高校発！
気仙沼bababa！弁当」

地域の食材を使用した商品などでマチを活性化
高校生などと連携して商品を開発・ 販売※

※掲載商品は一例であり、販売を終了していることがあります。
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● JGAP認証 取得状況 2018年2月末時点

レインフォレスト・アライアンスは、1987年に設立された
国際的な非営利の環境保護団体です。環境保全や農園労働者
の生活向上など、厳しい基準を満たした農園に認証が与えら
れます。ローソンは、MACHI caféで認証農園産のコーヒー
豆のみ※を使用しています。さらに、レインフォレスト・アラ
イアンスと認証商品を取り扱う企業が協働で立ち上げた「レ
インフォレスト・アライアンス コンソーシアム」に参画して
ツイッターキャンペーンを実施するなど、普及・啓発活動を
行っています。
※ シングルオリジンシリーズ、カフェインレスシリーズは対象外

高品質の豆や生乳のみの使用など、
細部にまでこだわっています

ホットコーヒーは、一粒のコーヒー豆から出荷までしっかり
管理ができる4つの国※1の指定した農園・生産地域の豆（アラ
ビカ種）を使用することで、高品質で甘くやさしい口あたり、
華やかな酸味とフルーティな味わいを実現しました。さら
に、それぞれの豆に最適な焙煎方法で豆の個性を引き出した
あとにブレンドするアフターミックス製法を採用していま
す。カフェラテのミルクには生乳※2のみを使い、本来のコク・
甘みが味わえるようにしています。
※1 ホットの場合
※2 生乳は加熱殺菌

食の安全や環境保全に
取り組む農場として

「JGAP認証」を取得　 社会・環境にも配慮
レインフォレスト・アライアンス認証農園産の豆のみ※を使用

※3

ファーム名 申請品目
千葉 小松菜・大根・ニンジン・キャベツ
兵庫 玉ネギ・白菜・レタス
茨城 ぶなしめじ
石巻 ミニトマト・キュウリ・ネギ
大分豊後大野 ネギ
山梨 ぶどう
北海道本別 小麦
愛知 キャベツ・白菜
宮崎 キュウリ
十勝 玉ネギ
北海道岩内 大根
秋田 ベビーリーフ
新潟 米
長崎 リーフレタス・サニーレタス・ネギ･玉ネギ
鳥取 大根
熊本 みかん
薩摩 キャベツ
愛媛 みかん
愛知豊橋 いちご
鹿児島 大根・ニンジン・かんしょ
大分 トマト・ミニトマト
いちき串木野 レタス・リーフレタス

おいしく、健康な農産物を育て、
農業の持続的な発展を目指しています

長期的に国産農産物の安定調達を実現する。それがローソン
ファーム設立の目的です。今では、日本全国のローソンファー
ムで生産された農産物が、ローソングループで販売するサラ
ダ、惣菜、ファストフーズなどの商品の原材料となって出荷さ
れています。ローソンファームでは、作付前の土壌診断を経て
作物が生育する上で理想的な土づくりを行い、作物の生育状態
に応じて適切な栄養を供給することを目的とした「中嶋農法」に
取り組み※、おいしく健康的な野菜を生産しています。さらに、
生産工程の面からも、ローソンファーム産農産物のさらなる安
全・安心を目指してJGAP認証取得に取り組み、第三者機関からの認証を取得することで、より
確かな担保を得ています。今後は、お客さまに対して店舗を通して安全・安心でおいしい農産
物を届けるのはもちろんのこと、ローソンファームが、率先して農業の産業化を通じた地域雇
用の創出につなげて、日本の農業が持続的に発展する姿を示していきたいと考えています。
※ 有機栽培を行うファームは除く
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国産農産物の安定調達と農業の産業化の実現
ローソンファームの展開

ちゃんとつくったコーヒーをお客さまのもとへ
MACHI caféの一杯

安全・安心な国産農産物をローソングループの店舗に安定的に供給するために、土づくりか
らこだわった「ローソンファーム」を全国23ヵ所（2018年2月末時点）で展開しています。

店内淹れたてコーヒーサービス「MACHI café（マチカフェ）」では、コーヒー豆の生産からお
客さまのもとにお届けするまで、豆をはじめ、焙煎方法やミルクにもこだわって、毎日おいし
く、しかも環境に配慮したコーヒーを淹れています。

ローソングループは、よりいっそう食の安全の確保に取り組
むと同時に、ローソンファームの適切な農場管理体制を構築
するため、「JGAP認証」※1の取得に取り組んでいます。2017
年度までに、全国で展開するローソンファーム22ヵ所※2で
JGAP認証を取得しました。さらに、2017年度からは世界水
準の「アジアGAP認証」の取得を目指して取り組み、6ファー
ムが認定されました。
※1  JGAP（Japan Good Agricultural Practice）：食の安全や環境保全に取り組む農場

に与えられる認証で、農林水産省が導入を推進する農業生産工程管理手法の一つ
※2 ローソンファーム広島神石高原町（JAS有機を取得）を除く、すべてのローソンファー

ムが取得
※3 JGAP認証農場のマークの下にある番号は、株式会社ローソンファーム千葉の番号

ブラジル・イパネマ農園の熟成豆を
はじめ、コーヒー豆を厳選

コーヒー豆ごとに最適な方法で
焙煎したあとにブレンド

本来のコクと甘みがある
生乳100%使用ミルク

ローソン 商品本部 農業推進部
シニアマーチャンダイザー

原田 卓郎
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災害時には、本社、エリアオフィス、被災エ
リアを管轄する支店の3ヵ所に災害対策本
部を迅速に立ち上げます。さらに災害状況
をリアルタイムで確認できる災害情報地図
システムなどを活用して、店舗や製造工場、
配送センターなどへの支援を実施し、被災
エリアの店舗が早期に営業再開できるよう
に対応します。

募金名 義援金額

平成29年九州北部豪雨災害義援金募金 4,605万3,831円※

● 2017年度に実施した災害義援金募金

大規模災害への備えと対応

災害情報地図システム

目録を受け取る大分県企画振興部観光・
地域局長の岡本天津男様（左）と、当社九
州エリアサポート部長の法理伸夫（右）

※寄付つき商品は除く

目録を受け取る福岡県副知事の大曲昭恵
様（左）と、当社九州エリアサポート部長
の法理伸夫（右）

平成30年7月豪雨では、店舗での営業継続のため、本部社員が商
品納品や売場復旧などを実施。併せて避難所へ救援物資のお届け
や、愛媛県大洲市の3店舗の駐車場で約200品目を移動販売車で
販売

「レジリエンス認証」を取得

九州北部豪雨災害への災害義援金募金
大規模な災害が発生した際、ローソングループは店頭募金を
災害義援金募金に切り替え、被災された皆さまに全国のお客
さまからの義援金をお届けするお手伝いをしています。お寄
せいただいた義援金は、被災自治体や日本赤十字社などを通
して被災された皆さまにお届けします。
2017年度は、福岡県と大分県を中心とする九州北部の集中
豪雨被害に対して、全国のローソングループの店頭募金箱と
マルチメディア情報端末「Loppi（ロッピー）」、Pontaポイン
ト及びdポイントによる募金の受付を実施しました。お客さ
まからお寄せいただいた義援金は、総額4,605万3,831円に
のぼりました。
なお、平成30年7月豪雨による被害に対しても、店頭募金
箱・Loppi・ポイントによる募金の受付を行いました。被災
自治体を通して被災された皆さまの支援に役立てられます。

大規模な災害が起こったときには、まずFC
加盟店及び本部従業員の安否確認対策を重
視しています。年3回全社で実施している訓
練では、電話・メール・災害用伝言ダイヤル・
自社の安否確認システムなどのさまざまな
手段を体験することで、万一の際にも各人
がスムーズな対応を取れるようにしていま
す。店舗には、災害時に必要となる備品や対
応マニュアルを配備しています。

政府の内閣官房国土強靭化推進室は、日ごろから大規模な自
然災害などに備えて事業継続に関する取り組みを積極的に
行っている事業者を「国土強靱化貢献団体」として認証する

「国土強靭化貢献団体認証（レジリエンス認証）」制度を創設
し、2016年2月「国土強靭化貢献団体の認証に関するガイド
ライン」を制定しました。
ローソンは、上記ガイドラインに規定する「認証組織の要件」
に適合する旨の確認を受け、一般社団法人レジリエンスジャ
パン推進協議会よりコンビニエンスストアで初めて国土強
靭化に貢献する事業者として認定されました。
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店舗が核となり支援をひろげる
災害への備えとマチの復興支援
ローソングループは、大規模な災害に備えることはもちろん、災害が発生したときにはマチ
のライフラインとしての役割を果たすために、迅速に各種の災害対策を講じて店舗の営業継
続を目指します。また、被害にあわれた方々への支援として、自治体と連携して避難所へ食料
や日用品などの緊急支援物資をお届けするほか、災害義援金募金なども実施しています。
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夢を応援基金（東日本大震災奨学金制度）

東日本大震災で被災した学生さんたちを支援する奨学金プログラム。最長7年間、
月額3万円（返還不要、他の奨学金との併用可）の奨学金を支給しているほか、講演
会やライブ、実践型教育プログラムなどのさまざまな活動を通して、社会に飛び立
つまでをサポートしています。

TOMODACHI募金

東日本大震災の復興支援から生まれ、教育や文化交流などのプログラムを通して
次世代のリーダーの育成を目指す官民パートナーシップが「TOMODACHIイニシ
アチブ」です。ローソングループはこのプログラムの趣旨に賛同し、支援を続けて
います。

夢を応援基金（ひとり親家庭支援奨学金制度）

「ひとり親家庭支援奨学金制度」で、高校進学を実現！
たくさんの喜びの声が届いています

ひとり親家庭は、経済的な問題を抱えている場合が多く、特
に母子家庭の場合はお母さんが仕事を掛けもちして働いて
いるため、子どもと過ごす時間が少ない家庭も多く見受けら
れます。一般財団法人全国母子寡婦福祉団体協議会（全母子
協）と地域の母子福祉団体は、そのような方々のために旅行
やイベントを開催して家族や仲間とのコミュニケーション
の機会を増やすとともに、さまざまな相談やアドバイス、そ
して就学や就労に関する支援などをしています。
全母子協にとって、経済的な問題で高校進学を断念したり中
途退学を余儀なくされたりする子どもたちを支援するため
の奨学金制度の実現は長年の夢でした。ローソングループが

「夢を応援基金（東日本大震災奨学金制度）」で奨学金給付の
実績があることを知り、私たちは一緒にひとり親家庭のため
の奨学金制度の実現に取り組む決心をしました。今、この奨
学金のおかげで400人の子どもたちがあきらめることなく
高校へ進学し、勉学やスポーツに励んでいます。
日本中の方々の善意が子どもたちの未来を支えてくれていま
す。私たち全母子協や母子福祉団体は、感謝の気持ちでいっ
ぱいです。奨学生自身やお母さま・お父さまからも、たくさん
のお礼の言葉をいただいています。「受験できるだけでもうれ
しかったです」「好きな陸上競技を続けられます」「多くの方
の善意で子どもの教科書や制服が購入できました」「看護師と
いう娘の夢のために使わせていただきます」など、この奨学金
が子どもたちとその家族の未来に大きな夢を与えてくれまし
た。これからも末永く「ひとり親家庭支援奨学金制度」を続け
ていけるよう、ローソングループとともに、私たち全母子協
と母子福祉団体もがんばっていきたいと思っています。

一般財団法人
全国母子寡婦福祉団体協議会

理事長

海野 惠美子 さん

子どもたちと未来の暮らしを応援する
“マチの幸せ”募金

ローソングループは、“子どもたち”と“緑”への支援のために、「夢を応援基金（ひとり親家庭
支援奨学金制度）」、「夢を応援基金（東日本大震災奨学金制度）」、「TOMODACHI募金」、「ロー
ソン緑の募金」を4本柱に、「ローソングループ“マチの幸せ”募金」を実施しています。

寄付先 公益社団法人 Civic Force（シビックフォース）

ひとり親家庭の子どもたちが「進学したい」という夢をあきらめずにすむように創
設した、就学支援を目的とした奨学金プログラムです。日本全国47都道府県にお
住まいの、中学校3年生と高校1年から3年の生徒さん合計400人を対象に、月額3
万円（返還不要、他の奨学金との併用可）の奨学金を支給しています。

寄付先 一般財団法人 全国母子寡婦福祉団体協議会

寄付先 公益財団法人 米日カウンシルージャパン

奨学生と親御さんからのお礼の手紙

選考委員会の様子

ローソン緑の募金

地球に生きるすべての生き物にとってかけがえのない財産である森林を、将来に
残すための活動を推進しています。ローソングループはこの募金を通じて、全国の
小学校・中学校や特別支援学校を中心とした学校緑化活動と、ボランティア団体が
実施する各地の森林整備活動などを支援しています。

寄付先 公益社団法人 国土緑化推進機構
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子育て家族を応援する
HAPPY LAWSON

子育て中のご家族を応援することを目指してつく
られた店舗が「HAPPY LAWSON」です。店舗に
は、ベビーカーでも通りやすい広めの通路や多目
的トイレ・授乳室を設けているほか、子育て家族
はもちろん、公園を観光するお客さままで、すべ
ての世代が安心して集える休憩スペースも用意し
ています。

体験型学習施設で小学生の学びを支援
ローソングループでは、仕事を通して社会の仕組みを学び、
健やかに育つ環境をつくるお手伝いとして、京都市と仙台
市の体験型学習施設「スチューデントシティ※」に、体験店舗
を開設しています。スチューデントシティは、銀行・コンビ
ニ・商店・新聞社・区役所などがある「街」を学校の中に再現
して、子どもたちがそこでの体験を通して社会と自分との
関わり、経済の仕組み、お金とは何か、仕事とは何かなどの
社会的自立力を育む教育プログラムです。児童は、買い手と
売り手の二役を交互に体験します。買い手から見た売り手
の役割、売り手から見た買い手の役割を同時に体験するこ
とにより、社会はすべてつながっていることを理解するこ
とができます。そして、お互いに助け合って生きているとい
う自覚と責任をうながします。スチューデントシティ内の
ローソンでは、児童が店員としてレジ操作や接客対応、売上
集計業務などを体験することで、「自ら考える」「話し合う」

「協力する」などの力を育んでいます。
※ 「スチューデントシティ」は、公益社団法人ジュニア・アチーブメント日本（世界最大の

経済教育団体である、ジュニア・アチーブメントの日本支部）の登録商標

HAPPY LAWSON 山下公園店
（神奈川県横浜市）

多摩川の源流で沢のぼりを体験 スプーンづくりの様子

プログラムは、8〜10時間の事前学習と1
日の実体験、その後の1～2時間の事後学
習で構成

2017年度から、経済的な問題を抱え、仕事
に追われるひとり親家庭の思い出づくりを
支援するため、1泊2日のキャンプを支援し
ています。これはひとり親家庭の母子を対
象に、植樹や間伐などの森林整備の体験を
通して、自然への興味・関心を育みながら、
社会性やコミュニケーション力を養っても

らうことを目的とした環境教育プログラ
ムです。「活樹祭〜親子森林教室」と題して

「ローソン緑の募金」を活用して行われてい
ます。2017年度は、川崎市内在住の母子13
組27人を含む総勢46人が、山梨県小菅村で
間伐や木のスプーンづくり、多摩川の源流
体験などを行いました。

子育て支援パスポート事業
への協力

ローソングループは、内閣府が進める「子育て支
援パスポート事業」に協力しています。
一例として、東北地方では妊婦の方と18歳未満
のお子さま連れのご家族を対象に、からあげク
ンやシュークリームなどの20円引券がついた

「ローソン子育てわく
わくクーポン」を東北6
県の1,075店舗（2017
年9月末時点）で1店舗
当たり100枚（合計約
10万枚）配布しました。

子どもたち一人ひとりの夢を大きくひろげる
子どもの教育を支援
ローソングループは、店舗における小・中学生の体験学習受け入れをはじめ、体験型学習施設
での職業体験、さらには自然の中での環境教育などを通して子どもたちの教育をさまざまな
形でサポートしています。

母と子を対象とした森林教室を開催
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お客さま

環境省／経済産業省
日本国割当量口座薄（償却口座）

Loppiで ポイントで 商品で

証明書※を
送付

移転済
通知

CO2オフセット運動に参加

排出権
を移転

日本の
CO2削減に
協力

※ 排出権付き商品は、
　   証明書送付の対象外

途上国のCO2削
減事業や国内の
CO2削減事業で
創出された排出権
を活用

最新の環境配慮モデル店舗 館林木戸町店（群馬県館林市）

©️ Atsushi ISHIDA

CO2冷媒を使用した
冷凍・冷蔵システムの積極的な導入

ローソンは2010年度より、フロン類を使用せずに省エネルギー効果
が高い「ノンフロン（CO2冷媒）冷凍・冷蔵システム」の設置をスタート
し、約2,700店舗（2018年2月末時点）に導入しました。このシステム
は、フロン類と比較して地球温暖化への影響が約1/4,000とされる
CO2を冷媒に利用しているため、温室効果ガス排出量を大幅に減少
させることができます。また、省エネルギー性能に優れており、店舗
全体の電気使用量のうち12％を削減することができます。

扉つき要冷ショーケース
一部店舗の要冷ショーケースに、ペアガラス扉をつけて冷気もれを
防ぐとともに、断熱材を強化して断熱性能を高めることで、冷蔵効率
をアップさせています。

要冷機器

12%
削減

● CO2冷媒機器による削減効果

要冷機器

27%
削減

店舗全体の電気使用量 要冷機器の電気使用量

省エネ目標の達成を目指して

環境配慮モデル店舗の展開

● 1店舗当たりの電気使用量（指数）とCO2排出量※1

省エネルギー目標として、ローソンは「1店舗当
たりの電気使用量を、2020年度に2010年度比
20％削減」を設定し、省エネ・創エネ対策を進め
ています。

2018年1月にオープンした最新の環境配慮モ
デル店舗「ローソン館林木戸町店」（群馬県館林
市）は、コンビニエンスストアとして初めて、国
産杉材を使用したCLT（直交集成板）を店舗の構
造や内装に使用し、断熱性を高めています。こ
のほかにも「ウルトラ エコ・アイス（要冷蓄熱
槽）」などの最新の省エネ施策や太陽光発電設備
による創エネ施策を導入することで、外部から
調達する電力量を2016年度の標準的な店舗対
比で約6割削減することを目指しています。

2010 2017 2020（年度※2）

（%） （t-CO2）

79.8

年間電気使用指数（左軸） CO2排出量（右軸）
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0
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120

90.5
目標
80.0

基準年
100.0

68.2 90.3

※1 CO2排出量は、2010年度は電気事業連合会で出している受
電端の調整後係数を使用。2017年度、2020年度は、2018年

「電気事業者別排出係数」で試算
※2 行政年度4月1日から翌年3月31日で算定

 約60%

外部調達電力量
2016年度対比

削減予定

● コンビニエンスストアで初めて導入した施策

CLT
（Cross Laminated Timber:直交集成板）
CLTは、木板を木目が直交
するように複数層重ね、接
着剤で張り合わせた木質
建築材料で、強度が高く、
断熱性に優れています。店
舗の構造や内装に使用し
て建物の断熱性能を向上
させることで、空調設備の
負担を軽減します。

ウルトラ エコ・アイス
（要冷蓄熱槽）
外気温の低い夜間にCO2

冷凍機を運転させて氷を
つくり、蓄熱した熱エネル
ギーで外気温が高い昼間
に要冷ケースを冷却する
ウルトラ エコ・アイスを
導入し、効率的な運転で省
エネを目指します。

お客さまのCO2をへらす
「CO2オフセット運動」

共通ポイントサービス「Ponta」で貯めたポイントと
排出権を交換したり、排出権付き商品を購入した
りすることで、お客さまの生活で発生するCO2の
オフセット（埋め合わせ）を支援する「CO2オフセッ
ト運動」を推進。これまでにオフセットされたCO2

は累計約29,300トン、参加されたお客さまはのべ
3,874万人になります。

効果的な省エネ・創エネ施策の水平展開へ　
環境配慮モデル店舗で実験・検証
ローソンは、最先端の技術を結集した環境配慮モデル店舗をオープンし、省エネ・創エネ効果
を実験・検証して効果の高かったものは新店などに導入しています。これらの取り組みによ
り1店舗当たりの電気使用量及びCO2排出量の削減に努めています。

省エネ10か条
店舗に設置されている要冷機器や空調機器の運
転効率を向上させ、店舗全体のムダな電気使用量
を削減するため、「省エネ10か条」を定め、各店舗
でエアコンのフィルター清掃、温度調整などに取り
組んでいます。

週1回、要冷機器や空調機器の
フィルター清掃1

エアコン設定温度　
夏：27℃、冬：18℃、中間期：OFF2

商品搬入出時に、ウォークイン・業務用
冷蔵冷凍庫の扉の開閉時間を削減3

要冷機器・空調機器の
室外機周辺の整理整とん4

夏場に凍らせて販売する飲料商品などは
冷蔵保管してから補充5

ホット飲料は
常温で保管している商品を補充6

業務用冷蔵冷凍庫内への
商品の詰め込みすぎに注意7

不在時のバックルームや倉庫の
照明とエアコンOFF8

オープンケースの
エアーカーテンを守った商品陳列9

業務用冷蔵冷凍庫の
扉の開閉回数の抑制10
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ローソンファームの取り組みで
「グリーン購入大賞」の大賞及び
農林水産大臣賞をダブル受賞！

ローソンファームでは持続可能な農産物の生
産を目指し、環境に配慮した農業の推進をは
じめ、野菜加工工場を併設した「流通改革」に
よるフードマイレージの削減や、従来廃棄し
ていた規格外品の有効活用など、さまざまな
取り組みを推進しています。これらの取り組
みが評価され、2017年12月7日に、「グリー
ン市場拡大のためのグリーン購入大賞（第18
回）」の大賞及
び農林水産大
臣賞を受賞し
ました。

ローソン店舗

ローソンおでん

食品廃棄物の発生

堆肥の製造

中間処理

堆肥の使用

大根の生産・加工
リサイクル
ループ

堆肥化施設
ローソンファーム

売れ残り食品の
リサイクルを推進

ローソン店舗では、売れ残り食品として1店舗1
日当たり約9kg、揚げ物に使った食用油（廃油）
は同約2kg排出しています。ローソングループ
では、売れ残り食品はリサイクル工場に搬入し、
飼料（ブタやニワトリのエサ）や肥料に、また、
回収された廃油は飼料用添加剤（エサの材料）や
バイオディーゼル燃料などに再生しています。
リサイクルを推進した結果、2017年度の食品
リサイクル等実施率は法定目標42.5%に対し、
44.5%の実績となりました。

規格外野菜を活用した
惣菜などの販売

ローソンファームでは10%から15%の規格外
野菜が産出されますが、これらを加工して惣菜
やサラダ・漬物などに利用することで、農産物
の有効活用に役立てています。

11,470

2,381
174

2007

22.5

7,403

906

（基準年）

廃油リサイクル（左軸）
食品リサイクル等実施率※1（右軸）

飼料化・肥料化（左軸） 熱回収（左軸）
法定目標（右軸）
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38.5

41.1

12,348

2,582
103

44.3

2016

40.5

（年度）
2017

42.5

44.5

13,156

2,845
105 （%）（店）
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※1 食品リサイクル等実施率は、（株）ローソン沖縄、（株）ローソン南九州、
      （株）ローソン高知、（株）ローソン山陰を除いた数値
※2 行政年度に合わせて4月1日から翌年3月31日で算定

※2

● ローソングループ
    食品リサイクル実施店舗数の推移 

食品リサイクルループ
〜食品廃棄物が資源として循環するモデル〜

余剰食品を有効活用
食品リサイクルループの実現
ローソンファーム鳥取では、近隣エリアのローソン店舗から排出された食品廃棄物をリサイ
クルしてできた堆肥を、土づくりに活用しています。店舗の売れ残り食品から堆肥がつくら
れ、その堆肥で大根が生産され、ローソン店舗でおでん用の大根として販売される、という食
品リサイクルループを実現しています。

持続可能な農産物の生産へ
規格外野菜の有効活用
味や栄養などの品質は変わらないけれども、形や大きさなどの見た目がほかと少し異なる農
産物が規格外野菜です。この規格外野菜を有効活用して持続可能な農業を目指しています。

全国のローソンファーム及び契約産地

香取プロセスセンター

製造工場

ローソン店舗

原料を供給

カットした野菜
原料を供給

商品を供給

サラダや
ペットフード
などに利用

シャキッと! コーンサラダ 海藻ミックスサラダ

犬おやつ
ささみソフト細切り
にんじん・砂肝入り

犬ごはん
鶏ささみと3種の彩り野菜

● 規格外野菜を使用した商品ラインアップ※

※掲載商品は一例であり、販売を終了していることがあります。
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容器包装への配慮
お弁当などの容器包装に発泡素材を採用
し、薄肉化や形状変更を行うことで容器包
装焼却時発生のCO2排出量を、2017年度は
9.9％削減（2006年度比）。お弁当のフタの
周囲のみ包装することでフィルム樹脂の量
とCO2排出量を40％削減しました。植物（サ
トウキビ）由来の樹脂を一部使用したバイオ
PET樹脂の容器も採用しています。
また、ナチュラルローソ
ンのレジ袋には、2017
年10月よりサトウキビ
を原料としたポリエチ
レンを一部使用して
います。

リユース保管対象品

什器・備品の
再使用

（リユース）

雑誌什器

空調機器

要冷機器

電子レンジ

フライヤー

リユースセンター 新規オープンや改装の店舗

ケータイバッグの作成・配布
レジ袋を削減するために、購入頻度の高いお弁当と
ペットボトルがぴったり収まるサイズのケータイバッ
グ「コンビニecoバッグ」を作成しています。多くのお
客さまにバッグを携帯していただくために、2007年
3月より一部のローソン店舗で無償配布をスタート。
その後、店頭マルチメディア情報端末「Loppi（ロッ
ピー）」での販売、さらにバッグの仕様を公開して賛同
企業を募り、社外での普及も進めてきました。その結
果、運動をスタートして10年で配布総枚数は約443
万枚※となりました。
※ コンビニecoバッグ以外のケータイバッグも含む

● ケータイバッグ配布累計実績
2015年度

434万枚 438万枚 443万枚

2016年度 2017年度

普及啓発でレジ袋削減を推進
店舗スタッフの声かけや店内放送、啓発ポスターの掲出など
により、レジ袋の削減に努めています。さらに、自治体で行って
いる「レジ袋削減キャンペーン」に参加し、レジ袋削減への協力
を呼びかけるステッカーの掲出や、適正なサイズのレジ袋の
使用も推進しています。2017年度の1店舗当たりのレジ袋使
用重量は2000年度比で25.6%の削減となり、お客さまへのレ
ジ袋配布率は78.1%となりました。

包材に生物由来のインキを使用
商品・サービスにおける環境対策の一環で、
オリジナル商品の包材の印刷に生物由来のイ
ンキの使用を進めています。手巻きと直巻き
おにぎりの包装フィルムにバイオマスイン
キ、品名ラベルには植物油インキを使用。新
潟コシヒカリおにぎりの包装フィルムの印刷
にもバイオマスインキを使用しています。こ
れにより、年間でCO2排出量約42トンの削減
を見込んでいます。

什器・設備の再使用
店舗の改装や閉店の際、一定の基準をクリアした什器・設備をリユースセンターで保管し、
清掃・整備をしたあとに、新規にオープンする店舗などで再使用しています。東西2ヵ所にリ
ユースセンターを設置し、それぞれの什器・設備に管理ナンバーをつけてそれをもとに管理
することで、地域を超えた再使用を可能にしています。

● レジ袋削減キャンペーンを行っている自治体
北海道旭川市、秋田県、仙台市、福島県、群馬県、東京都武蔵野市、名古屋市、
京都市、奈良市、大阪府泉大津市、岡山県、福岡県、大分県、長崎県

店舗に掲出しているレジ袋削減ポスター

資源の使用量低減へ
レジ袋の削減や設備の再使用を推進

「コンビニecoバッグ」の作成・配布などによるレジ袋削減、什器・設備の再使用など、各種の取り
組みを行うことで、プラスチックなどの使用量低減に努め、併せてCO2排出量も削減しています。
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●電気 ●水
●ガソリン・軽油
●重油 ●食材など  

●CO2
●廃棄物 ●排水

原材料調達 製造工場 配送車輌

OUTPUT

INPUT

店舗 本社・事務所配送センター

1 ●CO2
●廃棄物 ●排水

2 ●CO2
●廃棄物 

3 ●CO2 4 ●CO2
●廃棄物  ●排水

5 ●CO2 6 ●CO2
●廃棄物  ●排水

7

●電気 ●水
●プロパンガス
●重油 
●原材料・包材など

●電気 ●水
●容器包装など

●ガソリン
●電気

●電気 ●水
●紙･事務用品など

●電気
●ガソリン・軽油・
　天然ガス
●梱包材

●軽油 ・天然ガス

合計CO2排出量 2017年度5,190.2千トン
店内廃棄物、クローズ･
改装時の産業廃棄物 5

0.54%［28.0］ 

7出張
0.01%［0.6］ 6

社有車の
ガソリン
0.10%［5.1］ 

※2 ［  ］内はCO2排出量（単位：千トン）
※1 CO2のあとの番号　～　は棒グラフの番号に相当

※1

※2

本社・エリア・支店・
直営店舗の電力 5 7

0.51％［26.3］

電力の調達に伴う
エネルギー関連
1.47％［76.5］

容器・割り箸・
レジ袋の廃棄 5

0.72％［37.3］

FC加盟店の電力 5 20.65％［1,072.0］

配送センターの
エネルギー消費 3

1.81％［94.0］
4

仕入れた原材料
（PB・NB製品、レジ袋など）

1 2

1 7

74.19％［3,850.4］

社有車

サプライチェーンを通じた、温室効果ガス排出量の算定方法
基本ガイドラインに関する業種別解説（小売業）Ver.1.0に基づき算定

原材料調達で
お弁当・おにぎりやデザートなどには、できる
だけ国産の旬の食材を使用しています。さらに、
おでんやコロッケにはローソンファームの大根
やジャガイモを使用。各生産地の活性化につな
がるとともに、外国産の原材料の使用時に比べ
て、輸送エネルギーを削減することができます。

製造で
商品一つひとつについて原材料の投入量、出来
高量、盛り付け量などをグラム単位で管理する

「生産加工管理システム」を導入。余分な商品を
つくらない仕組みで、廃棄物の発生を抑制して
います。

配送で
共同配送の推進や配送頻度の適正化を図ると
ともに、ハイブリッド配送車を導入するなど、
燃費の向上に取り組んでいます。また、運行管
理システム、ドライブレコーダーを活用しての
安全運行、アイドリングストップ励行に向けた
ドライバー指導を行っています。

店舗で
お弁当やおにぎりなどの商品の発注に「セミ
オート（半自動）発注システム」を導入していま
す。お客さまの欲しい商品がいつでもあるよう
に、品揃えと発注数を適正化することでムダな
廃棄を抑制しています。それでも売れ残ってし
まった食品は、リサイクルを進めています。

● サプライチェーンにおけるマテリアルフロー及びCO2排出量

「COOL CHOICE」の取り組みに
賛同しています

「COOL CHOICE」は、部屋の電気のオン・オフ、顔を洗うときの蛇口の開け閉
め、エアコンの温度設定など、毎日の暮らしのささやかな省エネ行動で「二酸
化炭素（CO2）などの温室効果ガス排出量を抑える」国民運動です。ローソング
ループもこの取り組みに賛同して低炭素社会の実現に貢献しています。

原材料の調達から店舗での販売まで
サプライチェーンで環境負荷を低減
ローソングループは、高付加価値の商品を製造し、お客さまの身近なマチで販売する「小商圏
型製造小売業」の確立を目指しています。そのため、サプライチェーンのすべての工程への関
与を高め、サプライチェーンの効率化に努めるとともに、環境負荷を低減する活動にも取り組
んでいます。
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ケータイバッグ配布累計実績
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（年度）

年間電気使用指数（左軸）
CO2排出量（右軸） （t-CO2）

（%）

目標
電気使用量
20%削減

※1  CO2排出量は、2010年度は電気事業連合会で出している受電端の調整後係数
        を使用。2017年度、2020年度は、2018年「電気事業者別排出係数」で試算
※2  行政年度に合わせて4月1日から翌年3月31日で算定

※2

90.5

90.3

100.0

68.2

80.0

79.8

11,470

2,381
174

2007

22.5

7,403

906

（基準年）

廃油リサイクル（左軸）
食品リサイクル等実施率※1（右軸）

飼料化・肥料化（左軸） 熱回収（左軸）
法定目標（右軸）

0
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0
2015

38.5

41.1

12,348

2,582
103

44.3

2016

40.5

（年度）
2017

42.5

44.5

13,156

2,845
105 （%）（店）

4,000

8,000

12,000

16,000

※1 食品リサイクル等実施率は、（株）ローソン沖縄、（株）ローソン南九州、
      （株）ローソン高知、（株）ローソン山陰を除いた数値
※2 行政年度に合わせて4月1日から翌年3月31日で算定

※2

CO2オフセット運動1店舗当たりの
電気使用量（指数）とCO2排出量※1

参加されたお客さまの数

のべ3,874万人

オフセットされたCO2累計

約29,300トン

緑化面積

約7,443ha
ローソングループ参加事業数

1,378事業

募金総額

約41億円

活動地域

4,379ヵ所
緑化本数

約1,861万本

緑化面積・本数は、「ローソン緑の募金」総額及び「緑の募金」全体の活動
実績から、一定の仮定のもとに算出したもの（1992年9月〜2018年2月）

自治体	 47都道府県19市区
その他	 東京消防庁・陸上自衛隊

公共交通機関等  10機関

電力会社  3社

180店舗

45店舗
（2018年5月末時点） （2018年7月1日時点）

容器包装重量及びCO2排出量の推移

1店舗当たりのレジ袋使用重量

ローソン緑の募金活動実績1992年からの累計募金額
（災害募金含む）

災害時物資供給協定の締結先

帰宅困難者支援協定の締結先

OTC医薬品（市販薬）取り扱い店舗数

調剤薬局併設型店舗数

2017年度サプライチェーンのCO2排出量

1店舗1日当たりの廃棄物量推計 食品リサイクル等実施率＆実施店舗数

2015年度

434万枚 438万枚 443万枚

2016年度 2017年度

2016

667

76.876.8 78.078.0 78.178.1

0

600

900

1,200

300

20172017

670670

（年度）（年度）

668

2015

（kg）

0

25

50

75

100
（%）

900

2000
（基準年）

レジ袋配布率（右軸）
1店舗当たりのレジ袋使用重量（左軸）

食品を除く
44.5kg※

食品 燃やすごみ

段ボール

廃油
2.2

廃プラスチック
3.6
ビン1.3缶 2.5

ペットボトル1.3

売れ残り
食品
9.2

食品リサイクル
実施店舗
約2500店
の実績

※ 食品廃棄物とそれ以外の廃棄物を合計すると55.9kg 
※ 2017年4月1日から2018年3月31日で算定

20.8

15.0

11.4kg

東
京
都
内
約
４
３
０
店
舗
の
実
績

※ ［  ］内はCO2排出量（単位：千トン）

※
FC加盟店の電力

20.65％［1,072.0］20.65％［1,072.0］

店内廃棄物、クローズ･
改装時の産業廃棄物
0.54%［28.0］ 

出張
0.01%［0.6］ 

社有車の
ガソリン
0.10%［5.1］ 

本社・エリア・支店・
直営店舗の電力
0.51％［26.3］

電力の調達に伴う
エネルギー関連
1.47％［76.5］

容器・割り箸・
レジ袋の廃棄
0.72％［37.3］

配送センターの
エネルギー消費
1.81％［94.0］

仕入れた原材料
（PB・NB製品、レジ袋など）

合計CO2排出量

5,190.2千トン

サプライチェーンを通じた、温室効果
ガス排出量の算定方法基本ガイドライ
ンに関する業種別解説（小売業）
Ver.1.0に基づき算定

74.19％［3,850.4］

2016

5.81
5.41

4.95
5.63

0

20,000

30,000

40,000

10,000

2017

11,190

37,440

（年度）

10,727

34,637

10,339

35,891

2015

（t）

0

2

4

6

8
（g）41,576

2006
（基準年）

1容器当たり重量（右軸）
総重量（左軸） CO2排出量（左軸）

10,685

データ集 （表記のあるもの以外は2018年2月末時点）

自治体  41都道府県10政令都市
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社名 株式会社ローソン
所在地 東京都品川区大崎一丁目11番2号

ゲートシティ大崎 イーストタワー
代表者 代表取締役 社長　竹増 貞信
設立 1975年4月15日
資本金 585億664万4千円
社員数 10,028人

事業内容 コンビニエンスストア「ローソン」
「ナチュラルローソン」及び「ローソンストア
100」のフランチャイズチェーン展開など

全店舗売上高 2兆2,836億円（連結）
国内店舗数 13,992店舗
出店エリア 国内47都道府県・中国（上海市・重慶市・大

連市・北京市・武漢市）・インドネシア・米国
ハワイ州・タイ・フィリピン

大連 122店舗北京 73店舗

重慶 165店舗

タイ 101店舗
武漢 198店舗

上海 865店舗

フィリピン
ハワイ2店舗

インドネシア 37店舗

33店舗

海外店舗数

1,596店舗

国内店舗数※ 13,992店舗
店舗展開エリア

※ �上記店舗数には（株）ローソン山陰、（株）ローソン高知、（株）ローソン南九州、（株）ローソン沖縄が運営する店舗数を含む
　 また、海外店舗数は、各地域の運営会社によるローソンブランド店舗数

関東・甲信越地方
5,023店舗
茨　城
栃　木
群　馬
埼　玉
千　葉
東　京
神奈川
新　潟
山　梨
長　野

210
196
122
674
610
1,687
1,061
159
128
176

九州・沖縄地方
1,529店舗
福　岡
佐　賀
長　崎
熊　本
大　分
宮　崎
鹿児島
沖　縄 

493
72
105
153
182
106
194
224四国地方 626店舗

徳　島
香　川

219
139

愛　媛
高　知

134
134

近畿地方
2,583店舗
滋　賀
京　都
大　阪
兵　庫
奈　良
和歌山

157
338
1,128
677
138
145

中部地方
1,673店舗
富　山
石　川
福　井
静　岡
愛　知
岐　阜
三　重

190
103
114
268
683
176
139

中国地方
806店舗
鳥　取
島　根
岡　山
広　島
山　口

143
146
188
211
118

東北地方
1,098店舗
青　森
岩　手
宮　城
秋　田
山　形
福　島

246
172
240
190
108
142

北海道地方
654店舗

総店舗数（国内外合計）※ 15,588店舗	 2018年2月末時点

会社概要 	 2018年2月末時点／連結

	注1：	�全店舗売上高（連結）は、国内コンビニエンスストア事業、海外事業及び成城石井の店舗売上高の合計（連結対象のみ）
		  なお、成城石井事業については直営の成城石井店舗のみを集計
	 2：	� 国内店舗数は、株式会社ローソンが運営するローソン、ナチュラルローソン、ローソンストア100、株式会社ローソン山陰、株式会社

ローソン沖縄、株式会社ローソン南九州、株式会社ローソン高知が運営するローソン、株式会社成城石井の運営する直営の成城石井
の店舗数の合計

主要な事業とサービスのご紹介	 2018年2月末時点

小商圏型製造小売業で“みんなと暮らすマチ”を
幸せにする、ネイバーフッド・ストア。

※1 2018年6月1日付で株式会社ローソンエンタテインメントに商号変更
※2 2018年6月1日付で共同ATM事業をローソンバンク設立準備株式会社

に統合
※3 2018年7月2日付で株式会社ローソン銀行に商号変更

※1 2018年6月1日付で株式会社ローソンエンタテインメントに商号変更
※2 2018年6月1日付で共同ATM事業をローソンバンク設立準備株式会社（現 株式会社ローソン銀行）に統合

生鮮食品、惣菜、日用品など多くの商品を100
円（税込108円）で販売し、日常生活を簡単・便
利に、節約支援するお店。

「毎日だから大切に」をコンセプトに「美しく健
康で快適な」ライフスタイルを身近でサポート
するお店。

世界の食品を世界の街角の価格で提供する、
食にこだわる人のためのライフスタイルスー
パー。

株式会社ローソン
株式会社ローソン山陰
株式会社ローソン沖縄
株式会社ローソン南九州
株式会社ローソン高知

運営会社

CD・DVDなどの音楽・映像作品、書籍、関連
グッズ等の販売（店舗/EC）、店内でのイベント
やミュージアムの企画・開催などを行う専門店。

ローソンの店舗を拠点とし、ローソングループ
の商品や佐川急便扱いの荷物のお届けやお買
い物、住まい・暮らしをサポートするサービス。

ローソン店舗に設置している銀行との共同
ATMの設置、管理及び運営事業。

グループ企業情報	 2018年2月末時点

分野 会社名

国内コンビニエンス
ストア事業

（株）ローソン
（株）ローソンストア100
（株）SCI
（株）ローソン山陰
（株）ローソン沖縄
（株）ローソン南九州
（株）ローソン高知

エンタテイメント関連事業 （株）ローソンHMVエンタテイメント※1

ユナイテッド・シネマ（株）

金融サービス関連事業 （株）ローソン・エイティエム・ネットワークス※2

ローソンバンク設立準備株式会社※3

分野 会社名
コンサルティング事業 （株）ベストプラクティス

海外事業 羅森（中国）投資有限公司
上海羅森便利有限公司
重慶羅森便利店有限公司
大連羅森便利店有限公司
羅森（北京）有限公司
Saha Lawson Co., Ltd.

成城石井事業 （株）成城石井

4DX®（体験型上映システム）導入や映画以外
のコンテンツの提供を通じ、映画鑑賞だけで
なく、そこで過ごす時間も豊かにするシネマ
コンプレックス（複合映画館）を運営。

株式会社ローソンストア100
運営会社

株式会社ローソンHMVエンタテイメント※1

運営会社

株式会社ローソン・エイティエム・ネットワークス※2

運営会社

株式会社ローソン
運営会社

株式会社成城石井
運営会社

ユナイテッド・シネマ株式会社
運営会社

SGローソン株式会社
運営会社

音楽・スポーツ・演劇・レジャー施設・映画など
の各種イベントチケット販売、ファンクラブ企
画運営代行、イベント企画・制作（主催興行・出
資興行）などを行うサービス。

全国23ヵ所にある、ローソングループの店舗
向けに青果を生産している農場。

各地のローソンファーム
運営会社

株式会社ローソンHMVエンタテイメント※1

運営会社

企業情報

ローソン マチと共に生きる取り組み報告 201828 29
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11カ年財務サマリー


1 　Lawson, Inc. MD&A 2018


（単位：千米ドル※1）


（年度） 2017 2016 2015 2014 2013 2012 2011 2010 2009 2008 2007 2017
会計年度：
　営業総収入　
　　加盟店からの収入 	 ¥	 289,232 	 ¥	 275,312 	 ¥	 261,681 	 ¥	 247,681 	 ¥	 242,079 	 ¥	 230,003 	 ¥	 215,574 	 ¥	 197,673 	 ¥	 185,656 	 ¥	 186,928 	 ¥	 177,443 	 $	 2,693,797
　　売上高 264,734 254,169 227,606 174,044 168,159 192,942 208,063 192,330 233,694 119,944 84,266 	 	 2,465,633
　　その他 103,357 101,806 94,166 76,188 75,010 64,500 55,320 51,275 47,842 42,604 39,468 	 	 962,625
営業総収入合計 657,324 631,288 583,453 497,913 485,248 487,445 478,957 441,278 467,192 349,476 301,177 	 	 6,122,055
　営業利益 65,820 73,772 72,542 70,482 68,127 66,246 61,769 55,541 50,276 49,186 46,610 	 	 613,030 
　当期純利益 26,828 36,400 31,381 32,687 37,966 33,183 24,885 25,387 12,562 23,807 22,119 	 	 249,874
　営業活動によるキャッシュ・フロー 113,938 99,864 112,205 110,568 81,503 85,189 86,357 72,210 40,696 51,717 55,771 	 	 1,061,181 
　投資活動によるキャッシュ・フロー （91,209） （76,227） （68,657） （100,434） （47,924） （54,196） （52,912） （30,522） （42,596） （15,647） （36,525） 	 	 （849,492）
　財務活動によるキャッシュ・フロー （61,238） （25,638） （50,201） （3,289） （39,650） （31,980） （27,545） （28,799） （27,239） （14,911） （31,973） 	 	 （570,355）
　設備投資 140,495 119,784 106,747 141,251 84,032 77,361 74,572 50,326 71,399 42,907 64,413 	 	 1,308,512
　減価償却費及び連結調整勘定償却額※2 58,601 56,199 49,293 41,826 47,889 43,886 37,846 33,084 27,468 20,879 21,469 	 	 545,785
会計年度末：  
　総資産 	 ¥	 900,256 	 ¥	 866,577 	 ¥	 803,212 	 ¥	 764,614 	 ¥	 620,993 	 ¥	 579,810 	 ¥	 531,454 	 ¥	 476,037 	 ¥	 448,132 	 ¥	 436,096 	 ¥	 397,108 	 $	 8,384,614
　純資産 281,446 	 285,995 	 272,997 	 263,798 	 250,498 	 230,182 	 214,663 	 208,467 	 198,136 	 201,167 	 188,574 	 	 2,621,272
　自己資本比率 	 30.6% 	 31.7% 	 32.9% 	 33.5% 	 39.5% 	 39.1% 	 39.7% 	 42.7% 	 42.8% 	 44.8% 	 46.6%
　現金及び現金同等物 30,120 	 67,692 	 69,793 	 76,755 	 68,760 	 72,766 	 73,670 	 67,712 	 54,843 	 83,982 	 62,823 	 	 280,535
　国内コンビニエンスストアグループ
　店舗数（店） 	 13,992 	 13,111 	 12,395 	 12,276 	 11,606 	 11,130 	 10,457 	 9,994 	 9,761 	 9,527 	 8,587
　従業員数（人） 	 10,028 	 9,403 	 8,377 	 7,606 	 6,336 	 6,404 	 6,475 	 5,703 	 5,236 	 5,186 	 3,735
1株当たり情報：  
　当期純利益（円／米ドル※1） 	 ¥	 268 	 ¥	 363 	 ¥	 314 	 ¥	 327 	 ¥	 380 	 ¥	 332 	 ¥	 249 	 ¥	 255 	 ¥	 127 	 ¥	 240 	 ¥	 215 	 $	 2.50
　年間配当金（円／米ドル※1） 	 255 	 250 	 245 	 240 	 220 	 200 	 180 	 170 	 160 	 160 	 110 	 	 2.37
　配当性向 	 95.1% 	 68.7% 	 78.1% 	 73.4% 	 57.9% 	 60.2% 	 72.2% 	 66.8% 	 126.3% 	 66.6% 	 51.2%
経営指標：  
　ROE（株主資本当期純利益率） 	 9.7% 	 13.5% 	 12.0% 	 13.0% 	 16.1% 	 15.2% 	 12.0% 	 12.8% 	 6.5% 	 12.5% 	 11.6%
　ROA（総資産当期純利益率） 	 3.0% 	 4.4% 	 4.0% 	 4.7% 	 6.3% 	 6.0% 	 4.9% 	 5.5% 	 2.8% 	 5.7% 	 5.6%
チェーン全店売上高（国内コンビニエンスストア事業）：  
　形態別売上高※3 ※4  
　　加盟店 	 ¥	 2,069,609 	 ¥	 1,958,550 	 ¥	 1,880,395 	 ¥	 1,827,779 	 ¥	 1,810,418 	 ¥	 1,747,915 	 ¥	 1,651,433 	 ¥	 1,499,576 	 ¥	 1,433,678 	 ¥	 1,434,166 	 ¥	 1,331,785 	 $	22,221,391
　　直営店 	 91,075 	 84,736 	 79,872 	 105,019 	 126,873 	 156,339 	 173,820 	 183,205 	 232,459 	 124,614 	 83,321 	 	 977,872
　商品群別売上高※3 ※4  
　　加工食品 	 1,138,966 	 1,073,044 	 1,033,449 	 1,034,355 	 1,060,455 	 1,063,120 	 1,022,378 	 897,415 	 902,306 	 844,324 	 726,750 	 	 10,607,860
　　ファストフード 	 509,415 	 481,267 	 463,432 	 429,212 	 408,672 	 372,706 	 345,226 	 321,851 	 324,197 	 332,894 	 327,501 	 	 4,744,481
　　日配食品 	 314,481 	 294,141 	 276,886 	 277,210 	 275,437 	 271,920 	 263,101 	 264,166 	 239,088 	 186,109 	 162,625 	 	 2,928,946
　　非食品 	 197,821 	 194,833 	 186,500 	 192,020 	 192,726 	 196,506 	 194,546 	 199,348 	 200,544 	 195,453 	 198,230 	 	 1,842,423
チェーン全店売上高合計 	 ¥	 2,160,684 	 ¥	 2,043,287 	 ¥	 1,960,267 	 ¥	 1,932,798 	 ¥	 1,937,292 	 ¥	 1,904,254 	 ¥	 1,825,253 	 ¥	 1,682,782 	 ¥	 1,666,136 	 ¥	 1,558,781 	 ¥	 1,415,106 	 $	20,123,721
　対チェーン全店売上利益率 	 2.9% 	 3.4% 	 3.5% 	 3.6% 	 3.5% 	 3.5% 	 3.4% 	 3.3% 	 3.0% 	 3.2% 	 3.3%
※1.	米ドル金額は、2018年2月28日現在の東京外国為替市場での円相場1米ドル＝107.37円で換算しています。
※2.	無形固定資産の減価償却費も含みます。
※3.	加盟店から報告された売上高を含んでおり、未監査です。
※4.	 �2016年度、2017年度の売上高は、株式会社ローソン及び株式会社ローソン山陰の運営する店舗の売上高です。


（単位：百万円）


※5.	 �円金額の百万円未満は切捨てです。







Lawson, Inc. MD&A 2018 　2


（単位：千米ドル※1）


（年度） 2017 2016 2015 2014 2013 2012 2011 2010 2009 2008 2007 2017
会計年度：
　営業総収入　
　　加盟店からの収入 	 ¥	 289,232 	 ¥	 275,312 	 ¥	 261,681 	 ¥	 247,681 	 ¥	 242,079 	 ¥	 230,003 	 ¥	 215,574 	 ¥	 197,673 	 ¥	 185,656 	 ¥	 186,928 	 ¥	 177,443 	 $	 2,693,797
　　売上高 264,734 254,169 227,606 174,044 168,159 192,942 208,063 192,330 233,694 119,944 84,266 	 	 2,465,633
　　その他 103,357 101,806 94,166 76,188 75,010 64,500 55,320 51,275 47,842 42,604 39,468 	 	 962,625
営業総収入合計 657,324 631,288 583,453 497,913 485,248 487,445 478,957 441,278 467,192 349,476 301,177 	 	 6,122,055
　営業利益 65,820 73,772 72,542 70,482 68,127 66,246 61,769 55,541 50,276 49,186 46,610 	 	 613,030 
　当期純利益 26,828 36,400 31,381 32,687 37,966 33,183 24,885 25,387 12,562 23,807 22,119 	 	 249,874
　営業活動によるキャッシュ・フロー 113,938 99,864 112,205 110,568 81,503 85,189 86,357 72,210 40,696 51,717 55,771 	 	 1,061,181 
　投資活動によるキャッシュ・フロー （91,209） （76,227） （68,657） （100,434） （47,924） （54,196） （52,912） （30,522） （42,596） （15,647） （36,525） 	 	 （849,492）
　財務活動によるキャッシュ・フロー （61,238） （25,638） （50,201） （3,289） （39,650） （31,980） （27,545） （28,799） （27,239） （14,911） （31,973） 	 	 （570,355）
　設備投資 140,495 119,784 106,747 141,251 84,032 77,361 74,572 50,326 71,399 42,907 64,413 	 	 1,308,512
　減価償却費及び連結調整勘定償却額※2 58,601 56,199 49,293 41,826 47,889 43,886 37,846 33,084 27,468 20,879 21,469 	 	 545,785
会計年度末：  
　総資産 	 ¥	 900,256 	 ¥	 866,577 	 ¥	 803,212 	 ¥	 764,614 	 ¥	 620,993 	 ¥	 579,810 	 ¥	 531,454 	 ¥	 476,037 	 ¥	 448,132 	 ¥	 436,096 	 ¥	 397,108 	 $	 8,384,614
　純資産 281,446 	 285,995 	 272,997 	 263,798 	 250,498 	 230,182 	 214,663 	 208,467 	 198,136 	 201,167 	 188,574 	 	 2,621,272
　自己資本比率 	 30.6% 	 31.7% 	 32.9% 	 33.5% 	 39.5% 	 39.1% 	 39.7% 	 42.7% 	 42.8% 	 44.8% 	 46.6%
　現金及び現金同等物 30,120 	 67,692 	 69,793 	 76,755 	 68,760 	 72,766 	 73,670 	 67,712 	 54,843 	 83,982 	 62,823 	 	 280,535
　国内コンビニエンスストアグループ
　店舗数（店） 	 13,992 	 13,111 	 12,395 	 12,276 	 11,606 	 11,130 	 10,457 	 9,994 	 9,761 	 9,527 	 8,587
　従業員数（人） 	 10,028 	 9,403 	 8,377 	 7,606 	 6,336 	 6,404 	 6,475 	 5,703 	 5,236 	 5,186 	 3,735
1株当たり情報：  
　当期純利益（円／米ドル※1） 	 ¥	 268 	 ¥	 363 	 ¥	 314 	 ¥	 327 	 ¥	 380 	 ¥	 332 	 ¥	 249 	 ¥	 255 	 ¥	 127 	 ¥	 240 	 ¥	 215 	 $	 2.50
　年間配当金（円／米ドル※1） 	 255 	 250 	 245 	 240 	 220 	 200 	 180 	 170 	 160 	 160 	 110 	 	 2.37
　配当性向 	 95.1% 	 68.7% 	 78.1% 	 73.4% 	 57.9% 	 60.2% 	 72.2% 	 66.8% 	 126.3% 	 66.6% 	 51.2%
経営指標：  
　ROE（株主資本当期純利益率） 	 9.7% 	 13.5% 	 12.0% 	 13.0% 	 16.1% 	 15.2% 	 12.0% 	 12.8% 	 6.5% 	 12.5% 	 11.6%
　ROA（総資産当期純利益率） 	 3.0% 	 4.4% 	 4.0% 	 4.7% 	 6.3% 	 6.0% 	 4.9% 	 5.5% 	 2.8% 	 5.7% 	 5.6%
チェーン全店売上高（国内コンビニエンスストア事業）：  
　形態別売上高※3 ※4  
　　加盟店 	 ¥	 2,069,609 	 ¥	 1,958,550 	 ¥	 1,880,395 	 ¥	 1,827,779 	 ¥	 1,810,418 	 ¥	 1,747,915 	 ¥	 1,651,433 	 ¥	 1,499,576 	 ¥	 1,433,678 	 ¥	 1,434,166 	 ¥	 1,331,785 	 $	22,221,391
　　直営店 	 91,075 	 84,736 	 79,872 	 105,019 	 126,873 	 156,339 	 173,820 	 183,205 	 232,459 	 124,614 	 83,321 	 	 977,872
　商品群別売上高※3 ※4  
　　加工食品 	 1,138,966 	 1,073,044 	 1,033,449 	 1,034,355 	 1,060,455 	 1,063,120 	 1,022,378 	 897,415 	 902,306 	 844,324 	 726,750 	 	 10,607,860
　　ファストフード 	 509,415 	 481,267 	 463,432 	 429,212 	 408,672 	 372,706 	 345,226 	 321,851 	 324,197 	 332,894 	 327,501 	 	 4,744,481
　　日配食品 	 314,481 	 294,141 	 276,886 	 277,210 	 275,437 	 271,920 	 263,101 	 264,166 	 239,088 	 186,109 	 162,625 	 	 2,928,946
　　非食品 	 197,821 	 194,833 	 186,500 	 192,020 	 192,726 	 196,506 	 194,546 	 199,348 	 200,544 	 195,453 	 198,230 	 	 1,842,423
チェーン全店売上高合計 	 ¥	 2,160,684 	 ¥	 2,043,287 	 ¥	 1,960,267 	 ¥	 1,932,798 	 ¥	 1,937,292 	 ¥	 1,904,254 	 ¥	 1,825,253 	 ¥	 1,682,782 	 ¥	 1,666,136 	 ¥	 1,558,781 	 ¥	 1,415,106 	 $	20,123,721
　対チェーン全店売上利益率 	 2.9% 	 3.4% 	 3.5% 	 3.6% 	 3.5% 	 3.5% 	 3.4% 	 3.3% 	 3.0% 	 3.2% 	 3.3%
※1.	米ドル金額は、2018年2月28日現在の東京外国為替市場での円相場1米ドル＝107.37円で換算しています。
※2.	無形固定資産の減価償却費も含みます。
※3.	加盟店から報告された売上高を含んでおり、未監査です。
※4.	 �2016年度、2017年度の売上高は、株式会社ローソン及び株式会社ローソン山陰の運営する店舗の売上高です。
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財務セクション


3 　Lawson, Inc. MD&A 2018


経営陣による財務状況と業績の評価及び分析


業界の動向


2017年度（2017年3月1日～2018年2月28日）の日本経済は、政府の景気対策などの効
果や雇用・所得環境の改善により緩やかな回復基調で推移し、小売業界においても消費者マイ
ンドの改善に持ち直しの動きが見られました。
こうしたなか、2017年（1月～12月）のコンビニエンスストア業界は、ライフスタイルの多


様化などによる食生活の変化に伴い、顧客ニーズに応えた商品の品揃えを充実したことなどか
ら、業界全体の年間売上高は11兆7,451億円と前期比+2.6%になりました。一方で、他業態
等との競争激化に加え、10月の台風などの天候不順が影響し、既存店売上高は前期比-0.3%


とマイナスで推移しました。なお、12月末現在の店舗数は5万6,374店で前期比+1.3%の増加
となりました。


2017 2016 2015 2014 2013 2012 2011 2010 2009 2008 2007


小売業年間販売額 142,514 139,877 140,666 141,219 138,897 137,585 135,157 136,479 132,961 136,019 135,417


コンビニエンスストア業界
年間販売額


11,745 11,445 10,995 10,423 9,872 9,477 8,775 8,114 7,981 7,943 7,490


小売業におけるコンビニエ
ンスストアのシェア


8.2% 8.1% 7.8% 7.3% 7.1% 6.9% 6.5% 5.9% 6.0% 5.8% 5.5%


出典：経済産業省「商業動態統計調査」
※1. 小売業年間販売額・コンビニエンスストア業界年間販売額は暦年ベース
※2. 2013年3月、経済産業省により2004年以降の数値の改訂が行われ、上記数値はその修正を反映したものとしています。


2017 2016 2015 2014 2013 2012 2011 2010 2009 2008 2007


コンビニエンスストア
店舗数


56,374 55,636 54,505 52,725 50,234 47,801 43,373 42,347 41,724 40,745 40,405


出典：経済産業省「商業動態統計調査」


2017 2016 2015 2014 2013 2012 2011 2010 2009 2008 2007


ローソン 2,283 2,157 2,049 1,961 1,945 1,907 1,826 1,683 1,666 1,559 1,415


セブン-イレブン・ジャパン 4,678 4,515 4,291 4,008 3,781 3,508 3,281 2,948 2,785 2,763 2,574


ファミリーマート
3,016 3,009


2,006 1,860 1,722 1,585 1,535 1,440 1,274 1,246 1,122


サークルKサンクス 975 944 951 947 980 923 902 940 902


4チェーン合計 9,977 9,682 9,321 8,773 8,399 7,947 7,622 6,994 6,627 6,508 6,013


4チェーン合計シェア 84.9% 84.6% 84.8% 84.2% 85.1% 83.9% 86.9% 86.2% 83.0% 81.9% 80.3%


出典：各社の公表データ
※1. 上位4チェーンの数値は年度、4チェーン合計シェアは暦年ベースのコンビニエンスストア業界年間販売額を分母として計算しています。
※2. ファミリーマートとサークルKサンクスは2016年9月1日に経営統合しました。


■小売業界の市場規模とコンビニエンスストア業界のシェア※1 （単位：十億円）


■コンビニエンスストア店舗数の推移 （単位：店）


■コンビニエンスストア全体に占める上位4チェーン※1の全店売上高 （単位：十億円）


※2


（年度） 2017 対チェーン
全店売上高比 2016 2015 2014 2013


チェーン全店売上高 2,110,454 100.0% 2,027,504 100.0% 1,960,267 100.0% 1,932,798 100.0% 1,758,656 100.0%


営業総収入 372,891 17.6% 356,186 17.5% 333,856 17.0% 316,340 16.4% 298,779 17.0%


営業総利益 335,792 15.9% 325,716 16.0% 308,889 15.7% 293,938 15.2% 275,442 15.7%


販売費及び一般管理費 284,771 13.5% 268,296 13.2% 251,642 12.8% 232,972 12.1% 213,999 12.2%


広告宣伝費 12,546 0.6% 13,808 0.6% 14,705 0.7% 8,227 0.4% 9,023 0.5%


人件費 44,722 2.1% 41,527 2.0% 39,248 2.0% 36,691 1.9% 35,852 2.0%


施設費 160,243 7.6% 150,182 7.4% 142,073 7.2% 132,941 6.9% 123,444 7.0%


その他販管費 67,260 3.2% 62,779 3.1% 55,616 2.8% 55,112 2.9% 45,680 2.6%


営業利益 51,021 2.4% 57,419 2.8% 57,247 2.9% 60,966 3.2% 61,443 3.5%


経常利益 50,508 2.4% 56,459 2.7% 54,983 2.8% 61,649 3.2% 62,171 3.5%


当期純利益 19,417 0.9% 19,088 0.9% 21,802 1.1% 26,200 1.4% 33,625 1.9%


■当社業績（単体）の推移 （単位：百万円）
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2018年2月期の経営施策


商品及びサービスの概況


当期は、2年目となる「1000日全員実行プロジェクト」をさらに前進、加速させ、次世代コ
ンビニエンスストアモデルの構築を進めるとともに、事業活動を展開してまいりました。高齢
化や核家族化などによる、マチ（地域）のニーズの変化や業界再編の動きなどもあり、コンビ
ニエンスストア業界は大きな変化に直面しています。当社は、この重要な節目に、小商圏型
製造小売業としてのビジネスモデルを進化させ、従来にはないレベルに店舗生産性を高めるこ
とにより、引き続きお客さまの生活全般のニーズを満たす「マチの暮らしにとって、なくては
ならない存在」を目指してまいります。


商品につきましては、日配食品や冷凍食品など、日常的に購入されるカテゴリーを中心とする
「ローソンセレクト」や、サラダを含むデリカカテゴリーの品揃えを充実させました。また、おにぎ
り、弁当などの定番商品では、おにぎりのオリジナルブランドの「おにぎり屋」を全面刷新したこと
により売上が堅調に推移したほか、原料や製法を見直した「これが」シリーズの定番弁当や、積極
的に野菜を摂っていただくことで健康志向を新たに提案する「もっと! 野菜」シリーズ商品の販売
が好評を博すなど、新しい取り組みが奏功しました。
デザートでは、こだわりの原料と製法を用いたGODIVA社との共同開発商品「Uchi Café 


SWEETS×GODIVA」シリーズを第5弾まで7商品を発売し、女性のお客さまを中心に、引き続き
人気を集めています。
カウンターファストフードでは、より一層香ばしくおいしさをアップした「でか焼鳥」やボリュー


ムをアップした「Lチキ」が、引き続き人気商品となっております。また、店内淹れたてコーヒー「マ
チカフェ」につきましては、ホットコーヒーの抽出時間を現在の約40秒から約25秒に短縮し、提供
できるメニューの拡大などが可能になる新型抽出マシンの導入を進めております。今後、新型抽
出マシンの順次入れ替えを進め、よりスピーディに、よりおいしいコーヒーの提供を目指してまり
います。
これらの商品強化のほかにサービスの強化も行っており、「ギフトカード」※の取扱高は、引き続


き堅調に推移しました。
販売促進施策につきましては、「ローソンセレクト」の冷蔵・冷凍食品やカウンターケース内の


一部商品が10%引きになる「ローソン得市!」を開催し、お買い上げ点数の向上に努めました。ま


店舗運営の状況


た、エンタテイメント分野の強みを活かした「GENERATIONS from EXILE TRIBE」などの「ス
ピードくじ」、SNSの活用など、効果の高い集客施策を展開しています。
※ ギフトカード：インターネット上での決済に使用することのできるプリペイドカードの総称


店舗運営につきましては、引き続き3つの徹底（①心のこもった接客②マチのニーズに合っ
た品揃えの徹底③お店とマチをキレイにする）の強化に努めてまいりました。また、既存店だ
けではなく新店においても、品揃えをより強化するとともに、店舗オペレーションや本部による
加盟店支援の体制の整備などを、積極的に推進いたしました。
また10月には、次世代に向けたIT技術などの店舗での実用化を検証する「ローソンオープン


イノベーションセンターラボ」を開設し、首都圏の数店舗において、深夜時間帯の省人化に向
け無人レジを活用する実験を開始する予定です。今後も様々な技術を活用し「ローソン型次世
代コンビニエンスストアモデル」の構築を推進してまいります。
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店舗開発の状況


出店につきましては、引き続き収益性を重視した店舗開発に努めました。
当期におけるローソングループ全体の「ローソン」「ナチュラルローソン」「ローソンストア


100」の国内の出店数は1,250店舗、閉店数は369店舗となり、当期末現在の国内総店舗数は
13,992店舗となりました。※上記店舗のうち、他チェーンとの提携につきましては、各社との事業
統合契約などを通じて、株式会社スリーエフが展開している「スリーエフ」などの店舗を「ローソ
ン・スリーエフ」ブランドに、また、株式会社セーブオンが展開している「セーブオン」店舗を「ロー
ソン」ブランドに、それぞれ転換を進めております。「ローソン・スリーエフ」につきましては当期末
現在で195店舗を転換いたしました。また、「セーブオン」につきましては、当期末現在で125店
舗を「ローソン」店舗に転換いたしました。今後も順次転換し、2018年中に「セーブオン」店舗の
「ローソン」店舗への転換を完了する予定です。
さらに、調剤薬局、ドラッグストアチェーンとの提携により、一般用医薬品や化粧品、日用品など


の品揃えを加え、通常のローソンよりも多くの商品を取り揃えたヘルスケア強化型店舗を継続し
て展開しております。このようなヘルスケア強化型店舗も含めた一般用医薬品の取扱店舗数は、
当期末現在で176店舗（うち、調剤薬局併設型店舗数は47店舗）となりました。また、介護相談窓
口併設型店舗数は、当期末現在で16店舗となりました。引き続き、高齢化や健康意識の高まりな
どに対応したコンビニエンスストアモデルの構築にも取り組んでまいります。
「ローソンストア100」につきましては、引き続き、適量・小分けで税抜き価格が100円という商
品の構成比を高めるなど、バリューニーズに対応してまいります。


※  出店数、閉店数、国内総店舗数には、当社の運営する店舗のほか、子会社である株式会社ローソン山陰、持分法適用関連会社である株式
会社ローソン高知、株式会社ローソン南九州、株式会社ローソン沖縄の運営する店舗を含めております。


（年度） 2017 2016 2015 2014 2013


総店舗数 13,992 13,111 12,395 12,276 11,606


出店数 1,250 1,143 1,007 1,010 869


閉店数 369 427 888 422 393


増加店舗数 881 716 119 588 476


※ （株）九九プラス、（株）ローソンマート、（株）ローソン高知、（株）ローソン沖縄、（株）ローソン南九州、（株）ローソン熊本、（株）ローソン
 山陰の運営する店舗数を含みます。


■国内コンビニエンスストア事業の店舗数 （単位：店）


■国内コンビニエンスストア店舗数 （単位：店）


（年度） 2017 期中増加
店舗数 2016 2015


店 構成比 店 店 構成比 店 構成比


株式会社ローソン


直営店


　ローソン 284 2.0%  36 248 1.9% 166 1.3%


　ナチュラルローソン 28 0.2% -2 30 0.2% 30 0.2%


加盟店


　Bタイプ 1,616 11.5% 310 1,306 10.0% 1,191 9.6%


　Gタイプ 1,582 11.3% -98 1,680 12.8% 1,821 14.7%


　Cタイプ 8,715 62.3% 600 8,115 61.9% 7,759 62.6%


　ナチュラルローソン 115 0.8% 4 111 0.8% 104 0.8%


　ローソンストア100※1 805 5.8% 7 798 6.1% 809 6.5%


　小計 13,145 93.9% 857 12,288 93.7% 11,880 95.8%


株式会社ローソン山陰※2


直営店 5 0.0% 0 5 0.0% ― ―


加盟店 285 2.0% 3 282 2.2% ― ―


　小計 290 2.1% 3 287 2.2% ― ―


株式会社ローソン高知※3


直営店 3 0.0% -2 5 0.0% 5 0.0%


加盟店 136 1.0% 6 130 1.0% 127 1.0%


　小計 139 1.0% 4 135 1.0% 132 1.1%


株式会社ローソン南九州


直営店 2 0.0% 1 1 0.0% 1 0.0%


加盟店 192 1.4% 2 190 1.4% 191 1.5%


　小計 194 1.4% 3 191 1.5% 192 1.5%


株式会社ローソン沖縄


直営店 3 0.0% 0 3 0.0% 2 0.0%


加盟店 221 14 207 1.6% 189 1.5%


　小計 224 14 210 1.6% 191 1.5%


国内コンビニエンスストア
グループ店舗数計 13,992 100.0% 881 13,111 100.0% 12,395 100.0%


※1. ローソンストア100の店舗数には「ローソンストア100」と「ローソンマート」を含みます。
※2. 2016年11月に（株）ローソンから234店舗を（株）ローソン山陰に移管しております。
※3. 2015年4月に（株）ローソンから128店舗を（株）ローソン高知に移管しております。
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Financial Section


コンビニエンスストア事業におけるその他の取り組み


当社は、ローソン店舗を拠点とした受取りサービスや宅配サービス網を活用する「オープンプ
ラットフォーム」の構築を引き続き推進し、お客さまの利便性の向上に努めています。
また、経済産業省主導のもと、コンビニエンスストア各社と共同で策定した「コンビニ電子タグ


1000億枚宣言」をいたしました。電子タグの活用により、店舗業務の効率化やお客さまの利便性
の向上を目指してまいります。


（従来）
契約タイプ C G B


契約期間 店舗オープン日から10年間
FC加盟店オーナー要件 20歳以上、店舗専従者2名
土地・建物 本部が用意 加盟店が用意
店舗建設・内装費用投資 本部が負担 加盟店が負担
看板、営業什器 本部が用意


契約時必要資金※1 加盟金 150万円（契約金50万円、研修費50万円、開店準備手数料50万円）（税抜き）
出資金 150万円（商品代金の一部）


加盟店が差し入れる営業保証金 不要 平均月間売上高×2カ月分 不要
本部収入※2 総荒利益高×50% 総荒利益高×45% 総荒利益高×34%
水道光熱費の負担 加盟店
最低保証（年間）※2（千円） 21,000 22,200 22,200


（新契約）
契約タイプ Cn Bn


契約期間 店舗オープン日から10年間
FC加盟店オーナー要件 20歳以上、店舗専従者2名
土地・建物 本部が用意 加盟店が用意
店舗建設・内装費用投資 本部が負担 加盟店が負担
看板、営業什器 本部が用意
契約時必要資金※1 加盟金 100万円（研修費50万円、開店準備手数料50万円）（税抜き）


見切・処分額の一部負担


商品売上高に対する次の率の範囲において、所定の負担率を乗じた合計金額の原価相当額
を本部が負担
• 2.0%を超え、3.0%以下の部分： 20%
• 3.0%を超え、4.0%以下の部分： 30%
• 4.0%を超えた部分： 55%


本部収入※2


総荒利益高に対して次の率を乗じた金額
• 300万円以下の部分： 45%
• 300万円を超え、450万円以下の部分： 70%
• 450万円を超えた部分： 60%


【チャージ】※4、5


総荒利益高に応じて以下の
チャージ率を乗じる
300万円迄 41%
450万円迄 36%
600万円迄 31%
600万円超 21%


水道光熱費の負担 電気代及び店内空調に係る光熱費の50%を本部が負担※3


最低保証（年間）※2 1,860万円 1,980万円


※1.  上記は加入時加盟店から本部へ支払われる金額です。それ以外に、加盟店は開業時つり銭等合わせて約50万円を別途用意する必要が
あります。


※2. 本部収入及び最低保証は24時間営業店舗の場合です。
※3. 本部が負担する金額の上限は1カ月当たり25万円までです。
※4. 総荒利益高は月間。
※5. 時短店では一律3%を加算。


■当社の契約タイプの概要


契約タイプ VL-J VL-B


土地・建物 本部が店舗を用意 加盟店の土地・建物を活用


契約店 新店または、営業中の直営店 加盟店の土地・建物


契約期間 オープンから10年間


必要経費 契約時必要資金※6
加盟金： 100万円（税抜き）
内　訳： 契約金25万円（税抜き）／研修費25万円（税抜き）／
　　　　開店準備手数料50万円（税抜き）


その他諸経費 開店準備金：約50万円（つり銭・営業許認可料等）


投資
店舗建設・内装 本部負担 加盟店負担


営業什器 本部負担


最低保証※7 年間2,040万円 年間2,220万円


本部収入※7


【スライドチャージ制】総荒利益高に対して（月間）
1円～ 300万円部分 27%
300万1円～ 350万円部分 68%
350万1円～ 450万円部分 62%
450万1円以上 48%


総荒利益高に対して
チャージ率27%


加盟店サポート
（加盟店営業費の一部本部負担）


月間商品売上高に対する見切・処分額の次の率の範囲にお
いて所定の負担率を乗じた合計金額の原価相当を本部が負
担
　• 1.5%を超え、2.0%以下の部分： 30%
　• 2.0%を超えた部分：60%
ただし一月当たりの本部負担額は上限10万円


̶


※6. 上記は加入時加盟店から本部へ支払われる金額です。
※7. 最低保証及び本部収入は24時間営業店舗の場合です。


■ローソンストア100の契約タイプの概要
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営業数値の概況


商品カテゴリー別の状況について、全店売上高、既存店売上高ともに、前期を上回った主なカ
テゴリーは次の通りです。
ファストフード・カテゴリーにつきましては、リニューアルしたパスタが好調だった調理


麺、サラダの品揃えを拡大したデリカで前期の売上を上回りました。
日配食品カテゴリーでは、昨年から拡充してきたスーパーマーケット代替品が好調に推移


し、日配食品、冷凍食品、アイスクリームの売上が伸長しました。
デザートカテゴリーでは、第5弾まで展開しているGODIVAとのコラボ商品などが人気を


集め、前期の売上を上回ることができました。
加工食品カテゴリーでは、上期にレシートスタンプキャンペーンを実施したソフトドリン


クが売上を伸ばしたほか、たばこにつきましても、加熱式たばこ関連の売上が増加したことな
どにより、前期の売上を上回りました。


売上高の状況について
2018年2月期のチェーン全店売上高（連結）は2兆2,836億円（前期比+5.8％）となりま


した。国内店舗数が14,132店（グループ企業全体、成城石井事業含む）と前期比889店増
加したことなどにより前期を上回りました。


2018年2月期の既存店売上高（単体）は、前期比-0.1％となり計画を下回りました。主
な要因は、業種の垣根を超えた競争環境が激化したことや、10月の台風など天候不順の影
響により、客数が伸び悩んだためです。
一方、客単価につきましては、前期度から進めてきた生活支援商品の拡充などの取り組


みや、惣菜メニューの品数拡大など夕夜間強化施策により買い上げ点数が増え、前期比プラ
スを実現することができました。


■既存店売上高・客数及び客単価の前期同期比推移（国内コンビニエンスストア合計）
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（年度） 2017 2016 2015 2014 2013


既存店売上高前期比 99.9% 99.8% 101.4% 99.0% 99.8%


　客数 98.7% 99.0% 100.9% 98.0% 99.0%


　客単価 101.3% 100.8% 100.4% 101.0% 100.8%


※「ローソン」及び「ナチュラルローソン」「ローソン100」の合計です。


■既存店売上高・客数及び客単価の前期比（単体）※


（年度） 2017 2016 2015 2014 2013


ファストフード（構成比） 484.9 24.5% 464.8 24.5% 450.5 24.7% 412.2 23.5% 391.5 22.4%


日配食品（構成比） 268.0 13.5% 251.4 13.3% 235.6 12.9% 227.4 12.9% 219.7 12.6%


加工食品（構成比） 1,043.0 52.7% 995.3 52.6% 960.8 52.8% 941.5 53.6% 957.0 54.9%


　うちたばこ（構成比） 498.6 25.2% 471.9 24.9% 460.0 25.3% 462.8 26.3% 474.1 27.2%


非食品（構成比） 182.9 9.3% 182.1 9.6% 174.0 9.6% 175.9 10.0% 176.5 10.1%


合計 1,979.0 100.0% 1,893.7 100.0% 1,821.1 100.0% 1,757.2 100.0% 1,744.7 100.0%


分類 内容


ファストフード 米飯・麺・調理パン（サンドイッチ等）・デリカ・ファストフード 等


日配食品 ベーカリー・デザート・アイスクリーム・生鮮食品 等


加工食品 飲料・酒類・たばこ・加工食品・菓子 等


非食品 日用品・本・雑誌 等


■商品別 販売構成の推移（単体） （単位：十億円）


■商品群の内訳
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Financial Section


営業数値の概況


商品群別総荒利益率の状態（単体）※


総荒利益率は、前期実績を0.1％ポイント、計画を0.2％ポイント下回る31.3%となりました。こ
れは、主として荒利益率の低いたばこの売上が計画を上回って増加したことに加え、荒利益率の
高いカウンターファストフードの売上が計画に届かなかったことなどによるものです。
※「ローソン」及び「ナチュラルローソン」の合計です。


■チェーン全店： 収納代行業務の状況（単体）※


■チェーン全店：商品別総荒利益率の推移（単体）※


（年度） 2017 2016 2015 2014 2013


ファストフード 38.3% 38.4% 38.4% 38.9% 38.9%


日配食品 33.9% 34.0% 34.0% 34.1% 34.1%


加工食品 24.0% 24.1% 24.0% 24.1% 24.0%


非食品 50.1% 49.1% 49.7% 48.9% 47.7%


総荒利益率 31.3% 31.4% 31.3% 31.3% 31.0%


（年度） 2017 2016 2015 2014 2013


収納金額（百万円） 2,263,937 2,132,450 2,088,693 2,073,049 1,979,384


取扱件数（百万件） 208.6 202.0 198.3 198.9 196.1


手数料収入（百万円） 11,154 10,788 10,671 10,779 10,585


その他の事業


当社グループには、国内コンビニエンスストア事業以外にエンタテイメント関連事業、成城石
井事業、海外事業、金融関連事業などがあります。
エンタテイメント関連事業につきましては、中核をなす株式会社ローソンHMVエンタテイメン


トは、引き続き業界トップクラスのチケット取扱高を維持するとともに、音楽CD、DVD等を販売
する「HMV」の店舗数が、アナログレコードとCDの中古専門店「HMV record shop」も含め、当
期末現在で54店舗となりました。今後もエンタテイメント関連事業の領域を拡大するなど、これ
まで以上にお客さまのニーズに応える商品、サービスの充実を図ってまいります。また、ユナイ
テッド・シネマ株式会社は、当期末現在で、全国40サイト、351スクリーンの映画館（運営受託を
含む）を展開しています。
成城石井事業につきましては、食にこだわる高品質スーパーマーケット「成城石井」の直営店


舗数は、当期末現在で140店舗となったほか、売上についても好調に推移しました。また、2017


年9月に、スーパーマーケットと飲食を融合させた“グローサラント”型店舗を東京都調布市に初
出店しました。成城石井のこだわりのある旬の商品を使用したメニューを提供する場として幅広
い層のお客さまにご利用いただいています。引き続き成城石井のブランド力や企業価値の向上
に努めるとともに、同社が持つ商品開発力、製造小売業としてのノウハウ、販売手法などの強みを
国内コンビニエンスストア事業の強化に繋げてまいります。
海外事業につきましては、中華人民共和国、タイ、インドネシア、フィリピン、米国ハワイ州にお


きまして、各地域の運営会社が「ローソン」店舗を展開しております。中華人民共和国におきまし
ては、日系のコンビニエンスストアとして初めて上海市に進出して以来、重慶市、大連市、北京市、
武漢市、南京市等に進出し、当期末現在の中華人民共和国内の店舗数は合計で1,423店舗とな
りました。2018年には、安徽省合肥市への出店を予定しています。
金融関連事業を営む株式会社ローソン・エイティエム・ネットワークスは、ローソン店舗などへ


のATMの設置台数が増加しました。新たな金融機関との提携も推し進め、当期末現在でサービ
スを提供している金融機関数はネット銀行も含め全国で90金融機関（前期末比３金融機関増）、
全国のATM設置台数は12,733台（前期末比821台増）となりました。また2016年11月に設立
したローソンバンク設立準備株式会社（以下「準備会社」）を通じて、これまで展開してきた金融
サービスを基盤に、銀行の設立準備を進めてまいりました。2018年３月、準備会社は、金融庁に
銀行業営業免許の予備審査を申請することを決定しました。※


※ 2018年6月1日付でローソンバンク設立準備会社が吸収分割により、株式会社ローソン・エイティエム・ネットワークスの共同ATM事
業を承継しました。また、同社は、銀行業営業免許の予備審査が終了したことを受け、株式会社ローソン銀行に商号を変更し、引き続き、
金融庁に銀行業営業免許の申請を行う予定です。
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損益計算書（連結）各項目の状況について


営業総収入
売上高、FC加盟店からの収入、その他の合計で構成される営業総収入につきましては、


計画に対して146億円少なく、前期より260億円増加の6,573億円となりました。このうち、
売上高は2,647億円で、前期より増加しました。これは主に、国内コンビニエンスストアの
店舗数の増加に伴いFC加盟店からの収入が増加したことに加えて、単体における直営店の
増加などにより、売上高が増加したことによるものです。


販売費及び一般管理費
連結ベースの販売費及び一般管理費は、前期より268億円増加し、4,101億円となりました。


計画に対しては約40億円少なくなりました。前期比増となったのは、単体の販売管理費の増
加や、2016年11月から事業を開始したローソン山陰での増加の影響などによるものです。
単体ベースの販売費及び一般管理費は2,847億円と、前期より164億円増加しましたが、計


画よりも約37億円少なくなりました。
広告宣伝費（単体）は、昨年生活支援の取り組みのため経費を投入した反動もあり、前期


比で12億円減少の125億円となりましたが、計画を2億円上回りました。
人件費（単体）は447億円となりました。直営店が増加したことに加えて、体制強化を図る


べく本部人員を増加させたことなどによるもので、前期より31億円増加しましたが、計画を 


1億円下回りました。
販売手数料（単体）は、フランチャイズ契約に基づき本部負担となる、廃棄ロス代や電気


代の一部負担が大半を占めています。店舗数の増加や、積極的にFC加盟店支援を行ったこと
などから、前期より39億円増加し197億円となりましたが、計画を1億円下回りました。


ITコスト（単体）は、前期より21億円減少し72億円となりました。既存システムのコスト
削減が進んだことや、次世代システム開発のスケジュールの見直しにより一部の計上タイミン
グが翌期以降となったこともあり、計画より22億円少なくなりました。
施設費（単体）は1,556億円となり、店舗数の増加を背景に、前期より113億円増加しまし


たが、計画を4億円下回りました。
残りの経費につきましては、外形標準課税の負担が前期より約11億円増えたことなどから、


前期より14億円増加の448億円となりましたが、新規事業を含めたコスト抑制により、計画を
10億円下回りました。なお、販売管理費の連単差は1,253億円と、前期より103億円少なくな
り、計画より3億円下回りました。


営業利益
営業利益は、658億円（前期比-10.7％）となりました。国内コンビニエンスストア事業


の売上や総荒利益率が計画に届かなかったことなどによるもので、計画を26億円下回る結
果となりました。また、店舗に加えて、システム関連など、減損損失175億円を含んだ特別
損失218億円を計上した結果、連結当期純利益につきましては計画を66億円下回る268億円
となりました。


（年度） 2017 2016 2015 2014 2013


人件費 79,135 73,893 68,994 60,847 58,990


　構成比率 19.3% 19.2% 19.4% 20.3% 20.3%


広告宣伝費 26,001 30,594 29,461 16,718 17,734


　構成比率 6.3% 7.9% 8.3% 5.6% 6.1%


地代家賃 124,387 115,926 108,795 96,877 89,485


　構成比率 30.3% 30.2% 30.6% 32.3% 30.8%


動産リース料 2,796 2,149 2,763 3,579 4,494


　構成比率 0.7% 0.5% 0.8% 1.2% 1.5%


減価償却 58,499 55,516 49,157 41,788 47,889


　構成比率 14.3% 14.5% 13.8% 14.0% 16.5%


　有形固定資産減価償却費 47,595 44,652 40,270 32,959 37,872


　　構成比率 11.6% 11.6% 11.3% 11.0% 13.0%


　無形固定資産償却費 10,903 10,864 8,886 8,830 10,017


　　構成比率 2.7% 2.8% 2.5% 3.0% 3.5%


その他 119,311 105,182 95,791 79,506 71,892


　構成比率 29.1% 27.4% 27.0% 26.6% 24.8%


合計 410,129 383,260 354,961 299,315 290,483


　構成比率 100% 100% 100.0% 100.0% 100.0%


■販売費及び一般管理費の主な内訳 （単位：百万円）
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損益計算書（連結）各項目の状況について


経常利益
経常利益は651億円と前期比で78億円の減益となり、計画を3億円下回りました。営業外


損益は6億円のマイナスで、前期と比べると約1億円マイナスが縮小し、計画よりも23億円
改善しました。主に閉店店舗数が計画より少なく店舗解約に伴う損失が低く抑えられたこと
や、為替差益を計上したためです。


税金等調整前当期純利益
店舗の減損や次世代システム関連の減損処理を行ったことに伴い、連結特別損益がマイ


ナス215億円と前期より69億円、計画に対しては76億円マイナス幅が大きくなりました。
これらにより、連結税金等調整前当期純利益は前期より148億円減少し、435億円となりま
した。


当期純利益
　これらの結果、親会社株主に帰属する当期純利益は前期より95億円減少し、268億円と
なりました。1株当たり当期純利益は268.16円となりました。


 貸借対照表（連結）各項目の状況について


●貸借対照表の状況について
流動資産
流動資産は、前期末に比べ174億円減少し、2,318億円となりました。これは主に、現金


及び預金が379億円減少したことなどによるものです。


固定資産
固定資産は、前期末に比べ510億円増加し、6,683億円となりました。これは主に、有形


固定資産が254億円増加、差入保証金などの投資その他の資産が202億円増加したことなど
によるものです。この結果、総資産は前期末と比べ336億円増加し、9,002億円となりました。


流動負債
流動負債は、前期末に比べ224億円増加し、3,792億円となりました。これは主に、買掛


金が73億円、預り金が64億円、リース債務が50億円増加したことなどによるものです。


固定負債
固定負債は、前期末に比べ157億円増加し、2,395億円となりました。これは主に、リー


ス債務が136億円増加したことなどによるものです。この結果、負債合計は前期末と比べ
382億円増加し、6,188億円となりました。


純資産
純資産は、前期末に比べ45億円減少し、2,814億円となりました。これは主に、非支配


株主持分が52億円減少したことなどによるものです。この結果、自己資本比率は30.6％と
なりました。
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貸借対照表（連結）各項目の状況について


●貸借対照表における特徴的な勘定科目について
当社の財務諸表の特徴的な勘定科目は以下のとおりです。


加盟店貸勘定
当社は各FC加盟店から発注された商品を一括して仕入れ、FC加盟店の代わりに個々の仕


入先に対する支払金額を計算し、支払いを代行しています。本部はその代金を「売上債権：
加盟店貸勘定」としてFC加盟店から回収します。
加盟店貸勘定は、主にこのようなFC加盟店の本部に対する債務を指します。2018年2月


末は、前期末比66億円増加の465億円となりました。


売上債権その他
取引先からの未収入金等は「売上債権その他」に含まれます。これには、FC店舗分（FC店の


カード売上代金等）も含まれます。なお、買掛けにつきましては、直営店分とFC店舗分を買掛
金と加盟店買掛金に勘定科目を分けていますが、カード売上げに伴うカード会社との契約は
当社が契約主体であり、カード会社に対する債権はすべて当社の債権ですので、「売上債権そ
の他」につきましては、勘定科目一本で表示しています。


2018年2月末の当該科目は、前期末比50億円増加の847億円となりました。


長期貸付金
主に家主（店舗の土地・建物所有者）への建設協力金、FC加盟店への本部融資等です。


出店に関して家主へ差し入れる資金につきましては、以前は差入保証金勘定に仕訳していま
したが、現在は長期貸付金となっています。2018年2月末の当該科目は、前期末比30億円
増加の474億円となりました。


差入保証金
当社では店舗の賃借契約において、賃借料の数カ月分の保証金を家主に差し入れていま


す。前期末比51億円増加の1,006億円となりました。


加盟店借勘定
本部のFC加盟店に対する債務を指します。すべてのFC加盟店は日々の売上金等を本部に


送金しており、「売上債権：加盟店貸勘定」を超過する場合があります。その場合は、連結
貸借対照表に債務残高として「仕入債務：加盟店借勘定」を計上します。加盟店借勘定は、
前期末比9億円増加の25億円となりました。


預り金
公共料金等の収納代行に関する預り金と、コンサート等のチケット代金の預り金が中心


です。取扱件数や取扱企業数の増加により、収納代行金額は6.1%増加の2兆2,639億円と、
引き続き増加しています。2018年2月末の当該科目は、前期末比65億円増加の1,096億円と
なりました。
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2018年2月期における連結設備投資額の合計は、前期比207億円増加の1,404億円となり
ました。
新店投資につきましては、出店数が前年より多かったことなどにより、前期比83億円増


加の558億円となりました。既存店投資につきましては、前期比2億円増加し、74億円とな
りました。システム関連投資につきましては、主に次世代システム関連投資が減少したこと
などにより、前期比6億円減少し、186億円となりました。出資・融資につきましては、前
期比28億円増加し、43億円となりました。リースにつきましては、生活支援強化のための
改装を積極的に実施したことなどにより、前期比62億円増加し、488億円となりました。
主な設備投資の内訳は次のとおりです。


営業活動によるキャッシュ・フローは、主に売上債権、仕入債務の増減の影響などにより、
前期比140億円増加し、1,139億円となりました。
投資活動によるキャッシュ・フローは、事業譲受による支出の増加、長期前払費用の取得


による支出の増加などにより、前期比149億円減少し、912億円のマイナスとなりました。
財務活動によるキャッシュ・フローは、短期借入金の純増減額の減少などにより、前期比


356億円減少し、612億円のマイナスとなりました。
これらの結果、2018年2月末の現金及び現金同等物残高は、前期末比375億円減少の301


億円となりました。


設備投資等（出資・融資ならびに、リース物件の取得価格相当額を含む） キャッシュ・フロー


（年度） 2017 2016 2015 2014 2013


有形固定資産減価償却費 47,697 44,792 40,396 32,977 37,872


無形固定資産償却費 10,903 11,406 8,897 8,849 10,017


減価償却費計 58,601 56,199 49,293 41,826 47,889


■減価償却費の内訳 （単位：百万円）


（年度） 2017 2016 2015 2014 2013


新店投資 55,863 47,594 40,460 49,014 32,230


既存店投資 7,403 7,233 6,727 5,840 7,078


システム関連投資 18,615 19,261 15,882 8,218 5,362


その他投資 5,401 1,464 1,466 2,752 2,067


投資小計 87,283 75,554 64,535 65,823 46,736


出資・融資 4,358 1,594 4,122 42,610 5,189


リース※ 48,854 42,634 38,089 32,818 32,107


合計 140,495 119,784 106,747 141,251 84,032


※  リースは各会計期間に取得したリース物件の取得価額相当額を記載しています。リース債務の返済による支出は、2016年度は30,054
百万円、2017年度は32,096百万円です。


■設備投資の状況 （単位：百万円）
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当社は、株主に対する利益還元を経営の最重要政策の一つと位置づけており、投資家の
当社に対する収益期待を反映した資本コストの水準を意識して経営を行っています。
そのため、資本コストを超えるROI（投資利益率）をもたらす事業を選別して行うべく、資


本効率を表す指標の一つであるROE（自己資本当期純利益率）を最も重要な経営指標として
掲げています。
当社は、中長期的に持続可能な企業成長に向けて、高い収益性の見込める投資を峻別し


て実行してまいります。その結果として、営業キャッシュ・フローを持続的に高めることで、
フリー・キャッシュ・フローを創出し、財政状態の安全性を保持してまいります。また、当
社が適正と考える資本構成に基づき、利益配当や自己株式取得及び消却を実施し、資本コス
トを越える資本効率を追求することで、中期的にROEの向上を目指しています。
配当政策につきましては、特に配当性向をターゲットとして設定していません。持続的


成長のために必要な投資を行った上で、当社が創出する潤沢なフリー・キャッシュ・フロー
を株主に還元するべく、安定的な配当を目指しています。それにより、余剰資金が社内にム
ダに保有されることなく、資本効率の改善を図ることが当社の資本政策の基本概念です。な
お、2019年2月期の1株当たり配当金は255円に据え置くことを予定しています。
自己株式取得につきましては、2002年2月期から2005年2月期の4年間に、約430億円の


自己株式を取得し、消却しました。また、2007年10月から2008年1月にかけても、約210


億円（約530万株）の自己株式を取得し、2008年2月に計500万株の自己株式消却を実施し
ました。今後も、ROE向上の一つの手段として、自己株式取得と消却につきましては、引
き続き検討していきます。


2018年2月期の連結業績には、連結子会社21社、持分法適用関連会社3社の計24社の業績
が含まれています。当社の子会社・関連会社は、大きく分けて国内コンビニエンスストア事業、
成城石井事業、エンタテイメント関連事業、海外事業、金融サービス関連事業の5つに分類さ
れます。主な当該連結対象会社の事業内容及び業績は次のとおりです。


株式会社ローソンストア100（連結子会社）
2013年11月14日に設立された同社は、2014年2月1日付で吸収分割により、株式会社


九九プラスの店舗運営や商品開発などオペレーション機能を承継しており、当社はローソン
ストア100事業（ローソンマート含む）のFC契約を含む店舗関連資産を承継しました。2016


年3月に（株）ローソンマートから商号を変更しました。
ローソンストア100のお店は、スーパーマーケットの「幅広い品揃え」、コンビニエンススト


アの「利便性」、100円ショップのわかりやすい「均一価格」という3つのバリューで、単身者・
主婦を中心に、お子さまからシニアまで幅広い層のお客さまのニーズにお応えしています。


2018年2月期につきましては、期末店舗数は805店となりました。業績につきましては、青
果市場の価格下落や競争環境の激化により既存店売上高が前期比98.3%と前期割れした影
響により、3億円の営業損失（前期比-8億円）となりました。 


株式会社SCI（連結子会社）
当社は、「小商圏型製造小売業」実現のため、当社自体が主導権をもってサプライチェーンの


商流に入り、製造や物流における効率化を図るため、2012年7月にSCM機能子会社SCIを設
立しました。原材料の調達から、製造、物流、そして店舗に至るまでのサプライチェーンの間で
生じる廃棄や二重作業等のムダを減らし、サプライチェーンの川上から川下まで一貫した製
造小売業モデルをつくり上げることを目的としております。このSCM構造改革で生み出した
付加価値を商品の競争力向上とFC加盟店オーナーへの販売促進支援に活用するとともに、中
期的にはこのノウハウを活用して、当社グループ以外への原材料や商品の外販ビジネスも拡


（年度） 2018.2 2017.2 2016.2 2015.2


営業総収入 44,942 48,111 50,675 78,232


営業利益（損失） （325） 545 375 1,763


当期純利益（損失） （381） 441 286 985


※2013年2月から連結対象


■株式会社ローソンストア100 （単位：百万円）


資本政策：配当及び自己株式消却 主な連結子会社・持分法適用関連会社の概況


■1株当たり年間配当金／配当性向
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主な連結子会社・持分法適用関連会社の概況


大していきます。
2018年2月期の業績につきましては、営業利益は23億円と前期比28.2％の増加となりま


した。


株式会社ローソン山陰（連結子会社）
2016年9月、当社は広島市に本社を置く株式会社ポプラとの共同出資により株式会社ロー


ソン山陰を鳥取県米子市に設立、同年11月からエリアフランチャイズ事業を開始しまし
た。2015年11月にオープンした先行実験店2店舗に加え、鳥取県、島根県、山口県の52店舗
を「ローソン・ポプラ」へ移行し、既存の鳥取県、島根県のローソン店舗を合わせた287店舗を
ローソン山陰が運営します。「ローソン・ポプラ」は、ローソンのFCパッケージ採用のもと、ポ
プラの店内調理弁当「ポプ弁」の販売等を行う機能強化型店舗です。先行実験店2店舗では、女
性やシニアの集客に強い当社と男性の集客に強いポプラの高いシナジー効果により売上高は
好調に推移しています。


2018年2月期の業績につきましては、営業利益は5億円と前期の損失から黒字化していま
す。


（年度） 2018.2 2017.2 2016.2 2015.2 2014.2


取扱高 284,300 256,143 191,299 87,638 74,460


営業利益 2,385 1,860 2,365 1,128 509


経常利益 2,392 2,065 2,369 1,128 510


当期純利益 1,558 1,395 1,423 687 300


※2012年9月から連結対象


■株式会社SCI （単位：百万円）


■株式会社ローソン山陰
 （単位：百万円）


（年度） 2018.2 2017.2


営業総収入  7,876  2,460


営業利益（損失）  582  （56）


当期純利益（損失）  254  （75）


※2016年11月から損益を取り込み


株式会社ローソン沖縄（持分法適用関連会社）
2009年1月、当社は沖縄県最大の総合小売業を展開する株式会社サンエー（以下、サンエー


社）と、沖縄県内での業務提携契約を締結しました。当社は、沖縄県で圧倒的な顧客支持を得
ているサンエー社と提携することにより、独自の生活習慣や食の嗜好をもつ沖縄において、
より地域に密着した展開を図り、地域に合った商品及び店舗づくりを目指します。そのため、
2009年10月には、当社の100％出資子会社として株式会社ローソン沖縄を設立しました。そ
の後、2009年12月に、同社の発行済株式総数の51%をサンエー社に譲渡し、合弁事業として運
営することとなりました。


2018年2月期につきましては、期末店舗数は224店となり、業績は、営業利益は16億円と前
期比+1.2%の増益となりました。引き続き、同社を通じて、地域のニーズに応えられるお店づ
くりを推進し、沖縄県におけるローソンチェーンの発展を図ります。


株式会社ローソン南九州（持分法適用関連会社）
2013年5月、当社は100%出資子会社として株式会社ローソン南九州を設立、同年8月から鹿


児島県におけるローソン事業の展開を開始しました。その後、2014年3月に南国殖産株式会社
が51%資本参加（当社出資比率は49%）するとともに、同社は、当社の鹿児島県における事業を
吸収し、合弁事業として鹿児島県におけるローソン店舗を運営することとなりました。


2018年2月期につきましては、期末店舗数は194店となり、業績につきましては、営業利益
は1億円と前期比+72.3％の増益となりました。引き続き、同社を通じて、地域のニーズに応え
られるお店づくりを推進し、鹿児島県におけるローソンチェーンの発展を図ります。


（年度） 2018.2 2017.2 2016.2 2015.2 2014.2


営業総収入 7,090 6,509 5,605 4,674 4,199


営業利益 1,658 1,637 1,407 1,183 1,051


当期純利益 1,069 1,081 954 738 792


■株式会社ローソン沖縄 （単位：百万円）


（年度） 2018.2 2017.2 2016.2 2015.2


営業総収入 4,317 4,007 3,756 3,595


営業利益（損失） 162 94 （183） （422）


当期純利益（損失） 111 （93） （591） （472）


※2014年3月から損益を取り込み


■株式会社ローソン南九州 （単位：百万円）
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株式会社ローソン高知（持分法適用関連会社）
2014年12月、高知県を中心にスーパーマーケットを展開しており、株式会社スリーエフ中四


国の親会社である株式会社サニーマートと企業FC契約を締結し、サニーマートの運営するス
リーエフ店舗を順次ローソン店舗に転換いたしました。2015年4月には両社による合弁会社（出
資比率は当社49%、サニーマート51%）として株式会社ローソン高知を設立し、同社が高知県内
のすべてのローソン店舗を運営することとなりました。2018年2月期につきましては、期末店
舗数は139店となり、業績につきましては、営業利益4億円と前期比+7.5％の増益となりました。
引き続き、同社を通じて、地域のニーズに応えられるお店づくりを推進し、高知県における


ローソンチェーンの発展を図ります。


株式会社成城石井（連結子会社）
株式会社成城石井は、ブランド力や企業価値の向上に努めるとともに、同社が持つ商品開


発力、製造小売業としてのノウハウ、販売手法などの強みを国内コンビニエンスストア事業の
強化に繋げています。


2017年9月には、スーパーマーケットと飲食を融合させた“グローサラント”型店舗を東京都
調布市に初出店いたしました。


2018年2月期の業績につきましては、営業利益は76億円となりました。当期は会計期間の
変更に伴い、前期の14ヵ月に対して2ヵ月分少なくなったものの、前期比-2.3%の減益にとど
まりました。


■株式会社ローソン高知 （単位：百万円）


（年度） 2018.2 2017.2 2016.2


営業総収入 4,321 4,482 4,208


営業利益 498 463 430


当期純利益 290 298 286


※2015年4月から損益を取り込み


■株式会社成城石井 （単位：百万円）


（年度） 2018.2 2017.2 2015.12 2014.12


営業総収入 81,957 85,824 68,993 17,881


営業利益 7,611 7,795 5,795 1,547


当期純利益 4,339 4,616 2,625 1,086


※2014年10月から連結対象


株式会社ローソンHMVエンタテイメント（連結子会社）
同社は、ローソン店舗内のマルチメディア情報端末「Loppi」やウェブサイトの「ローチケ.com」


を中心に、コンサート、スポーツ、演劇及び映画等のチケットを販売しています。特に、J-POPや
スポーツ等のチケット販売に強みをもっており、チケット取扱高では業界トップクラスであり、
順調に業容を拡大しております。
同社は1992年にチケット販売を主要事業とする株式会社リザ・ジャパンとして設立され、


1996年に株式会社ローソンチケットに社名を変更し、1997年には当社の連結子会社となり
ました。


2009年3月には、ローソンチケットの顧客接点と、当社100％出資子会社であった株式会社
アイ・コンビニエンスがもつEC事業のノウハウや仕組みを最大限に活用するために、ローソン
チケットを存続会社としてアイ・コンビニエンスを吸収合併しました。2009年7月には、社名
を株式会社ローソンエンターメディアに変更しました。また、同社は大阪証券取引所JASDAQ


市場に株式を上場していましたが、2010年6月に上場を廃止し、7月に株式交換により当社の
100％出資子会社となりました。


2011年9月には、将来的なエンタテイメント・Eコマース事業でのシナジーをより発揮する
ため、株式会社ローソンエンターメディアと当社子会社のHMVジャパン株式会社※を合併し、
社名を株式会社ローソンHMVエンタテイメントに変更しました。今後、ECビジネスにおけ
る確固たる基盤を活かしつつ、今まで同一アーティストのコンサートチケットとCDを別々
に買っていたお客さまに、ワンストップショッピングの利便性を提供できるようになり、CD


音楽業界におけるHMVブランドの競争力と、チケット業界におけるローソンチケットのステ
イタスとの相乗効果が期待できます。
同社の収益構造につきましては、チケット販売取扱高から生ずる手数料が収入の中心と


なっており、手数料を主とする営業総収入勘定は、連結ベースの損益計算書では、その他の営
業収入に計上されます。


2018年2月期につきましては、前期に大型の興行作品が多かったことによる反動で、営業
利益は18億円と前期比-12.6%の減益となりました。
なお、株式会社ローソンHMVエンタテイメントは、2018年6月1日付で株式会社ローソン


エンタテインメントに商号変更いたしました。
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※  HMVジャパン株式会社（2011年8月末まで連結子会社）は、「HMV」ブランドとしてCD・DVD販売を行っていました。1990年に設立され、


渋谷に第1号店を出店しました。1999年には「HMV Online」をオープンし、現在のECビジネスをスタートしました。2007年に大和証券


エスエムビーシープリンシパル・インベストメンツ株式会社が間接保有も含めて100%保有する、有限会社HMVジャパン・ホールディン


グスが全株式を取得しました。2010年12月、当社のエンタテイメント事業を強化し、株式会社ローソンエンターメディアとのシナジー


効果を発揮するため、当社は有限会社HMVジャパン・ホールディングスから全株式を取得しました。


株式会社ローソン・エイティエム・ネットワークス（連結子会社）
同社は2001年に三菱商事株式会社、提携銀行、当社の出資により、ローソン店舗のATM（現


金自動預払機）関連業務を行うために設立されました。同年から、ローソン店舗の一部にATM


を設置し、ATMサービスを開始しました。同社のATM事業は、各提携銀行と合意した地域の
ローソン店舗に、共同型ATM設備を設置するものです。同社の主な収入は、銀行からのATM運
用受託手数料となっており、これらは、連結損益計算書のその他の営業収入に計上されていま
す。主な経費は、オペレーションセンターの委託費、ATM回線費、ATMリース料等となって
います。


2018年2月期の業績につきましては、営業利益は55億円と前期比-7.2%の減益となりまし
た。これは主にATMにかかる回線費用の値上げが影響したためです。
当期も新たな金融機関との提携を増やし、2018年2月末現在でサービスを提供している


金融機関数はネット銀行も含め全国で90金融機関（前期末比+3金融機関）、全国のATM設置
台数は12,733台（前期末比+821台）となりました。
なお、2018年6月1日付で、ローソンバンク設立準備会社が吸収分割により、株式会社ロー


ソン・エイティエム・ネットワークスの共同ATM事業を承継しました。


（年度） 2018.2 2017.2 2016.2 2015.2 2014.2


営業総収入 53,261 50,423 50,205 46,018 45,314


営業利益 1,851 2,119 2,469 3,094 2,819


当期純利益 1,524 1,466 1,644 2,918  2,450


■株式会社ローソンHMVエンタテイメント （単位：百万円）


（年度） 2018.2 2017.2 2016.2 2015.2 2014.2


営業総収入 27,341 25,722 24,688 23,567 24,188


営業利益 5,555 5,991 6,188 5,935 6,089


当期純利益 3,684 3,857 3,877 3,605 3,690


■株式会社ローソン・エイティエム・ネットワークス （単位：百万円）


ユナイテッド・シネマ株式会社（連結子会社）
2014年8月、当社はローソンHMVエンタテイメントが新たに設立したローソンHMVエン


タテイメント・ユナイテッド・シネマ・ホールディングス株式会社を通じて、映画事業を展開す
るユナイテッド・シネマ株式会社（以下UC社）の持株会社であるユナイテッド・エンターテイ
ンメント・ホールディングス株式会社の全株式を取得しました。業界第3位のUC社を加えるこ
とで、総合エンタメ流通企業としてコンテンツホルダーへのサービス強化を図るほか、映画コ
ンテンツとのタイアップやローソン・HMV・EC・映画館との相互送客により既存事業の集客
力アップを図っています。


2017年4月には、映画を鑑賞しながら食事を楽しむ新しいスタイルの映画館「プレミアム・ダイ
ニング・シネマ」を日本で初めて福岡市にオープンしました。2018年2月期現在で、全国40カ所、
351スクリーンの映画館（運営受託を含む）を展開しています。


2018年2月期の業績につきましては、大ヒット映画があった前期からの反動があったものの、
営業利益は25億と前期比2.2%の増益となりました。


上海羅森便利有限公司（連結子会社）
当社は1996年に日本のコンビニエンスストア企業としては初めて中国に進出し、上海


市に当社70.0%、上海市政府関連企業である中国華聯（集団）有限公司（以下「華聯集団」）※


30.0%の合弁企業である同社を設立しました。
2004年に、好立地物件の獲得、従業員のモチベーション向上を目指し、当社が所有する同


社の株式（持分比率70.0%）のうち、21.0%を華聯集団※に譲渡し、当社の持分比率は49.0%


となりました。2011年9月に、中国（上海市）の経済環境が変化したことを受け、日本型コン
ビニエンスストアのコンセプト強化を目指し、株式を追加取得し経営権移譲を行いました。そ
の結果、同社への出資比率は85.0%となり、同社は連結子会社となりました。これは、当社と
して中国事業を強化・拡大する上で、グループ内リテール部門の再編を進めている百聯集団有


■ユナイテッド・シネマ株式会社
 （単位：百万円）


（年度） 2018.2 2017.2 2016.2 2014.12


営業総収入 22,243 22,637 24,960 5,773


営業利益 2,512 2,457 2,338 156


当期純利益（損失） 1,694 2,137 2,260 （112）


※2014年9月から連結対象







財務セクション


17 　Lawson, Inc. MD&A 2018


限公司（以下「百聯集団」）※との合意に至り、より商品開発力・接客・クリンリネスレベルが高
い日本式コンビニエンスストアの展開を加速するために行ったものです。
その後、出資比率を引き上げ、2018年2月末現在、同社への出資比率は100.0%となってい


ます。なお2017年2月に商号を上海華聯羅森有限公司から変更しています。
同社は今後、中国における経済の中心地である上海の店舗レベルを高め、日本と同様に出


店判断となるROI基準を重視しつつ、ストアブランド力向上を目指します。
　2018年2月末の店舗数は865店舗となっています。


重慶羅森便利店有限公司（連結子会社）
中華人民共和国・重慶市は、人口約3,000万人（2018年ジェトロ調査）を抱える世界最大級


の都市で、中国の直轄都市です。重慶市の経済成長率は、10年連続で2桁成長（同調査）を続け
ており、中国の全国平均や上海をはじめとした沿岸部の成長率を上回ります。成長著しい中国
の内陸都市において、コンビニエンスストアに対する潜在需要が高まっています。
当社は、重慶市の招致を受けて、日本のコンビニエンスストアとして中国の内陸都市に初


めて進出するため、2010年4月に同社を設立し、第1号店を出店しました。その後順調に店舗
網を拡大し、2018年2月末の店舗数は165店舗となっています。


※  国策による小売業の再編で、華聯集団が百聯集団に吸収されたことに伴い、2008年12月に華聯集団の全株式は百聯集団に譲渡されま


した。


（年度） 2017.12 2016.12 2015.12 2014.12 2013.12


営業総収入 19,905 13,561 8,531 1,360 1,290


営業利益（損失） （567） （555） （755） （646） （404）


当期純利益（損失） （1,025） （1,347） （1,099） （925） （1,568）


※  2015年12月期からは、上海華聯羅森有限公司に、中国上海市及びその周辺地域の上海楽松商貿有限公司、上
海恭匯貿易有限公司、浙江羅森百貨有限公司3社の損益を合算しています。


■上海羅森便利有限公司 （単位：百万円）


（年度） 2017.12 2016.12 2015.12 2014.12 2013.12


営業総収入 3,225 3,586 4,400 3,474 1,843


営業利益（損失） （306） （452） （778） （904） （840）


当期純利益（損失） （413） （623） （973） （1,047） （833）


■重慶羅森便利店有限公司 （単位：百万円）


大連羅森便利店有限公司（連結子会社）
中華人民共和国・大連市は、人口約600万人（2016年ジェトロ調査）に及ぶ東北地方随一の


港湾都市です。当社は、大連市の招致を受けて、地元企業の大連亜恵快餐有限公司との合弁
会社として2011年9月に同社を設立し、11月に第1号店を出店しました。当社の出資比率は
98.3%です。また、2018年2月末の店舗数は122店舗です。


羅森（北京）有限公司（連結子会社）
中華人民共和国・北京市は、人口約2,000万人


（2009年ジェトロ調査）の大都市です。当社は、
2013年5月に羅森（北京）有限公司を設立し、今
期は新たに14店舗をオープン、2018年2月末の
店舗数が73店舗となっています。


Saha Lawson Co., Ltd.（連結子会社）
タイ国におきましては、同社とタイ国消費財流通大手SAHAグループなどとの合弁会社


Saha Lawson Co., Ltd.を2012年11月に設立し、2013年3月にタイ国のバンコク市内にお
いて、コンビニエンスストア「LAWSON 108」をオープンしました。2018年2月末の店舗数は
101店舗となっています。


（年度） 2017.12 2016.12 2015.12 2014.12 2013.12


営業総収入 2,371 2,043 1,502 995 516


営業利益（損失） 4 （183） （312） （313） （227）


当期純利益（損失） （28） （190） （344） （338） （211）


■大連羅森便利店有限公司 （単位：百万円）


（年度） 2017.12 2016.12 2015.12 2014.12 2013.12


営業総収入 8,271 7,171 6,962 7,800 5,959


営業利益（損失） （653） （305） （251） （655） （338）


当期純利益（損失） （767） （396） （308） （831） （525）


※2013年1月から連結対象


■Saha Lawson Co., Ltd. （単位：百万円）


 


（年度） 2017.12 2016.12


営業総収入 3,106 2,168


営業利益（損失） （635） （643）


当期純利益（損失） （687） （634）


※   2016年から連結対象。上表中の決算数値は、羅森（北京）
有限公司に、北京羅松商貿有限公司の経営成績を合算して
います。


■羅森（北京）有限公司 （単位：百万円）
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今後の見通しについて 


当社は、2017年2月期からの3年間を当社の将来を左右する重要な節目と位置づけ、「マチ
の暮らしにとって、なくてはならない存在」であり続けることを目指して、「1000日全員実行
プロジェクト」を開始しました。その最終年度となる2019年2月期は、総仕上げとして、コア
事業である国内コンビニエンスストア事業の強化、特に夕夜間の売上拡大に取り組みます。ま
た、前年に引き続き、店舗生産性の改善などをねらった次世代システムへの投資など、持続的
成長のための基盤強化を進めていきます。


国内コンビニエンスストア事業の強化
2019年2月期についても、これまで同様、働く女性やシニアのお客さまなど、顧客層の幅を


広げることで、夕夜間を中心とした売上拡大を目指していきます。弁当やおにぎりなど定番
商品や惣菜系のカウンターファストフードをはじめとした商品力の強化を進めるほか、発注
や物流の仕組みについても見直しを図り、夕夜間を中心に品揃えの拡充を進めていきます。ま
た、店内調理のまちかど厨房も、2018年2月の約4,300店舗から2019年2月には6,000店舗
に拡大する見込みです。これらにより、既存店売上高前年比101.0%、総荒利益率31.4%（前
年差+0.1%ポイント）の実現を目指します。なお、国内コンビニエンスストア店舗数につきま
しては、質を重視した出店を継続し、看板替えの約300店舗を含め1,200店を出店、400店を
閉店し、800店の純増を計画しています。


持続的成長に向けた投資の継続
少子高齢化が進み、人手不足による影響が拡大するなか、当社は、これまでも機械にできる


ことは機械にまかせ、人は人にしかできないサービスに注力できるように、次世代システム
構築による店舗生産性の改善に取り組んできました。2019年2月期についても、前年のタブ
レット型端末導入に続き、自動つり銭機付の新型POSレジの全店展開などを進めていきま
す。また、スマートフォン専用アプリを使ったセルフ決済サービス「ローソンスマホペイ」の実
験を2018年4月より始めるなど、今後もIT技術を活用し、お客さまの買い物体験の利便性向上
と店舗オペレーションの生産性向上を目指してまいきます。


2019年2月期の業績見通し
こうした国内コンビニエンスストア事業での取り組みによる利益成長のほか、連結子会


社の成城石井の増益や海外事業の収益改善が見込まれるものの、次世代システムなどの投資
負担増や金融事業参入などの新規事業に関連する経費増といった、持続的成長に向けた取り
組みによる減益要因もあることから、2019年2月期の連結営業利益は前年を58億円下回る
600億円となる見込みです。一方、連結当期純利益につきましては、前年の特別損失の反動も
あり、前年を11億円上回る280億円を見込んでいます。
また、キャッシュ・フローにつきましては、連結営業キャッシュ・フロー1,280億円を見込ん


でおり、出店やシステム関連の投資を含めた連結投資キャッシュ・フロー950億円を上回る計
画となっております。
最後に、株主還元につきましては、2019年2月期の配当は、前年の255円を据え置く計画で


あり、厳しい経営環境が続く状況ではありますが、安定配当を継続していきます。
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連結貸借対照表
株式会社ローソン及び連結子会社
2018年2月28日に終了した連結会計年度


百万円 千米ドル※


資産の部 2018 2017 2018


流動資産：


　現金及び預金  ¥ 30,121  ¥ 67,692  $ 280,535


　定期預金   4   423   37


　売上債権：


　　加盟店貸勘定   46,599   39,982   434,004 


　　その他   84,705   79,637   788,908 


　　貸倒引当金   （28）   （50）   （270）


　リース債権   16,426   12,336   152,985 


　商品   18,913   18,130   176,157 


　繰延税金資産   3,411   3,907   31,769 


　その他   31,709   27,221   295,324 


　　　流動資産合計   231,860   249,278   2,159,449 


有形固定資産：


　土地   9,582   9,701   89,243 


　建物及び構築物   369,567   347,086   3,441,995 


　工具、器具及び備品   74,401   74,988   692,940 


　リース資産   213,561   186,344   1,989,019 


　その他   791   743   7,367 


　　　　合計   667,902   618,862   6,220,564 


　減価償却累計額   （317,966）   （294,351）   （2,961,404）


　　　　有形固定資産合計   349,935   324,510   3,259,160


投資その他の資産：


　投資有価証券   13,376   8,781   124,579 


　関係会社に対する投資   15,172   14,151   141,306 


　長期貸付金   47,425   44,495   441,697 


　のれん   47,947   46,041   446,559 


　ソフトウェア   41,602   37,567   387,464 


百万円 千米ドル※


資産の部 2018 2017 2018


　商標権   10,074   10,691   93,834 


　差入保証金   100,686   95,594   937,748 


　繰延税金資産   24,406   23,138   227,307 


　その他の資産   18,866   13,295   175,709 


　貸倒引当金   （1,095）   （968）   （10,198）


　　　投資その他の資産の合計   318,460   292,787   2,966,005 


合計  ¥ 900,256   ¥ 866,578  $ 8,384,614


※ 米ドル金額は、読者の便宜のため、2018年2月28日現在の東京外国為替市場での円相場1米ドル=107.37円で換算しています。
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Financial Section


百万円 千米ドル※


負債及び純資産の部 2018 2017 2018


流動負債：


　仕入債務：


　　買掛金  ¥ 118,175  ¥ 110,835  $ 1,100,633 


　　加盟店借勘定   2,594   1,611   24,159 


　　その他   60,441   59,546   562,923 


　短期借入金   36,340   31,180   338,456 


　1年内返済予定の長期借入金   33,639   28,588   313,300 


　未払法人税等   6,880   9,877   64,077 


　預り金   109,629   103,157   1,021,039 


　その他   11,525   11,990   107,340 


　　　流動負債合計   379,222   356,783   3,531,927


固定負債：


　退職給付に係る負債   13,781   13,084   128,351


　役員退職慰労引当金   271   332   2,524 


　長期借入金   169,087   156,687   1,574,807 


　資産除去債務   29,063   26,958   270,681 


　繰延税金負債   2,617   958   24,374 


　その他   24,768   25,779   230,678 


　　　固定負債合計   239,587    223,798   2,231,415


純資産：


　資本金　授権株式数    409,300,000株／
 2018年及び2017年
　　　　　発行済株式数 100,300,000株／
 2018年及び2017年   58,506   58,506   544,910 


　資本剰余金   46,689   49,083   434,851 


　新株予約権   195   315   1,816 


　利益剰余金   166,124   165,162   1,547,220 


百万円 千米ドル※


負債及び純資産の部 2018 2017 2018


　自己株式－244,849株／2018年
 285,191株／2017年   （1,040）   （1,210）   （9,695）


　その他の包括利益累計額：


　　その他有価証券評価差額金   2,084   274   19,410 


　　土地再評価差額金   （575）   （618）   （5,365）


　　為替換算調整勘定   4,595   4,610   42,805 


　　退職給付に係る調整累計額   （726）   （927）   （6,771）


　　　合計   275,853   275,195   2,569,181 


　非支配株主持分   5,593   10,800   52,091 


　　　純資産合計   281,446   285,995   2,621,272


合計  ¥ 900,256   ¥ 866,578  $ 8,384,614


※ 米ドル金額は、読者の便宜のため、2018年2月28日現在の東京外国為替市場での円相場1米ドル=107.37円で換算しています。
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連結損益計算書
株式会社ローソン及び連結子会社
2018年2月28日に終了した連結会計年度


百万円 千米ドル※


2018 2017 2018


営業総収入：


　加盟店からの収入  ¥ 289,232   ¥ 275,312  $ 2,693,797 


　売上高   264,734   254,169   2,465,633 


　その他   103,357   101,806   962,625 


　　　営業総収入合計   657,324   631,288   6,122,055 


営業費用：


　売上原価   181,374   174,255   1,689,243


　販売費及び一般管理費   410,129   383,260   3,819,782


　　　営業費用合計   591,504   557,516   5,509,025


　　　営業利益   65,820   73,772   613,030


その他収益（費用）：


　支払利息－純額   （1,187）   （1,103）   （11,055）


　受取補償金   897   524   8,354 


　リース解約損   （1,304）   （1,274）   （12,145）


　持分法による投資利益   693   602   6,464


　関係会社株式売却益   302   2,822 


　固定資産売却損   （368）   （294）   （3,427）


　固定資産除却損   （3,115）   （3,554）   （29,012）


　減損損失   （17,533）   （9,535）   （163,304）


　デリバティブ評価益   ー   409   ー


　災害による損失   ー   （772）   ー


　その他－純額   （616）   （317）   （5,738）


　　　その他の費用－純額   （22,230）   （15,316）   （207,041）


百万円 千米ドル※


2018 2017 2018


税金等調整前当期純利益   43,590   58,456   405,979


法人税等：


　法人税、住民税及び事業税   14,190   18,928   132,160 


　法人税等調整額   2,538   2,453   23,647 


　　　法人税等合計   16,729   21,381   155,807 


     


当期純利益   26,861   37,074   250,172


非支配株主に帰属する当期純利益   32   （674）   298  


親会社株主に帰属する当期純利益  ¥ 26,828  ¥ 36,400  $ 249,874


円 米ドル※


 2018 2017 2018


1株当たり情報：    


　当期純利益  ¥ 268.16  ¥ 363.96  $ 2.50 


　潜在株式調整後当期純利益   268.02   363.71   2.50


　年間配当金   255   250   2.37 


※ 米ドル金額は、読者の便宜のため、2018年2月28日現在の東京外国為替市場での円相場1米ドル=107.37円で換算しています。
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連結包括利益計算書
株式会社ローソン及び連結子会社
2018年2月28日に終了した連結会計年度


百万円 千米ドル※


2018 2017 2018


当期純利益  ¥ 26,861   ¥ 37,074  $ 250,172 


その他の包括利益：


　その他有価証券評価差額金   1,810   （527）   16,858 


　土地再評価差額金   （53）


　為替換算調整勘定   36   （929）   335 


　退職給付に係る調整額   201   （22）   1,872 


　　　その他の包括利益合計   2,047   （1,531）   19,065


包括利益  ¥ 28,908  ¥ 35,543  $ 269,237


包括利益 内訳


　親会社株主に係る包括利益  ¥ 28,825  ¥ 34,879  $ 268,464 


　非支配株主に係る包括利益   83   664   773


※ 米ドル金額は、読者の便宜のため、2018年2月28日現在の東京外国為替市場での円相場1米ドル=107.37円で換算しています。
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連結株主資本等変動計算書
株式会社ローソン及び連結子会社
2018年2月28日に終了した連結会計年度


千株／百万円


資本金


資本
剰余金


新株
予約権


利益
剰余金


自己株式 その他の包括利益累計額


合計
少数


株主持分 純資産合計株式数 金額 株式数 金額


その他
有価証券
評価差額金


土地再評価
差額金


為替換算
調整勘定


退職給付に
係る調整
累計額


2016年 3月 1日現在の残高   100,300  ¥ 58,507  ¥ 47,697  ¥ 307  ¥ 154,608   （302） ¥ （1,280）  ¥ 801  ¥ （566） ¥ 5,531  ¥ （906） ¥ 264,700  ¥ 8,297  ¥ 272,997 


　当期純利益   36,400   36,400   36,400 


　非支配株主との取引に係る親会社の持分変動   1,387 　     1,387   1,387  


　期末配当金（1株当たり 122.5円）   （12,250）   （12,250）   （12,250）


　中間配当金（1株当たり 125円）   （12,502）   （12,502）   （12,502）


　持分法の適用範囲の変動     （1,130）   （1,130）   （1,130）


　土地再評価差額金の取崩     52   52   52 


　自己株式の取得   （1）  （3）   （3）   （3）


　新株予約権の行使（自己株式の交付）   （0）   （17）   17   72   55   54 


　株主資本以外の項目の期中変動額（純額）   8   0   （527）  （52）  （920）   （21）  （1,514）  2,504   989 


2017年 2月 28日現在の残高   100,300   58,506   49,083   315   165,162   （303）  （1,210）   274   （618）  4,610   （927）  275,195   10,801   285,996 


　当期純利益   26,829   26,828   26,828 


　非支配株主との取引に係る親会社の持分変動   （2,454）   （2,454）   （2,454）


　期末配当金（1株当たり 125円）   （12,502）   （12,502）   （12,502）


　中間配当金（1株当たり 127.5円）   （12,757）   （12,757）   （12,757）


　持分法の適用範囲の変動   （565）   （565）   （564）


　土地再評価差額金の取崩   （42）   （42）   （42）


　自己株式の取得     （3）   （3）   （3）


　新株予約権の行使（自己株式の交付）   60     173   233   233 


　株主資本以外の項目の期中変動額（純額）   （119）   1,810   43   （15）  201   1,919   （5,207）  （3,288）


2018年 2月 28日現在の残高   100,300  ¥ 58,506  ¥ 46,689   ¥195  ¥ 166,125   （303） ¥ （1,041）  ¥ 2,084  ¥ （575） ¥ 4,595  ¥ （726） ¥ 275,853  ¥ 5,593  ¥ 281,446 
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千米ドル※


資本金
資本
剰余金


新株
予約権


利益
剰余金 自己株式


その他の包括利益累計額


合計
少数


株主持分 純資産合計


その他
有価証券
評価差額金


土地再評価
差額金


為替換算
調整勘定


退職給付に
係る調整
累計額


2017年 2月 28日現在の残高  $ 544,910  $ 457,148  $ 2,934  $ 1,538,251  $ （11,279）  $ 2,552  $ （5,765） $ 42,945  $ （8,643） $ 2,563,053  $ 100,596  $ 2,663,649


　当期純利益   249,874   0   249,874   249,874


　非支配株主との取引に係る親会社の持分変動   （22,856）   0   （22,856）   （22,856）


　期末配当金（1株当たり 125円）   （116,438）   （116,438）   （116,438）


　中間配当金（1株当たり 127.5円）   （118,813）   （118,813）   （118,813）


　持分法の適用範囲の変動   （5,263）   （5,263）   （5,263）


　土地再評価差額金の取崩   （391）   （391）   （391）


　自己株式の取得   （28）   （28）   （28）


　新株予約権の行使（自己株式の交付）   559   0   1,612   2,171   2,171 


　株主資本以外の項目の期中変動額（純額）   （1,118）   16,858   400   （140）  1,872   17,872   （48,505）  （30,633）


2018年 2月 28日現在の残高  $ 544,910  $ 434,851  $ 1,816  $ 1,547,220  $ （9,695）  $ 19,410  $ （5,365） $ 42,805  $ （6,771） $ 2,569,181  $ 52,091  $ 2,621,272 


※ 米ドル金額は、読者の便宜のため、2018年2月28日現在の東京外国為替市場での円相場1米ドル=107.37円で換算しています。
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連結キャッシュ・フロー計算書
株式会社ローソン及び連結子会社
2018年2月28日に終了した連結会計年度


百万円 千米ドル※


2018 2017 2018


営業活動によるキャッシュ・フロー：


　税金等調整前当期純利益  ¥ 43,590  ¥ 58,456  $ 405,979


　調整：


　　法人税等の支払額   （18,286）   （18,204）   （170,318）


　　減価償却費   58,601   56,199   545,795 


　　減損損失   17,533   9,535   163,304 


　　固定資産除却損   3,115   3,554   29,012 


　　資産及び負債の増減額：
　　　売上債権の増加額   （10,675）   （20,289）   （99,423）


　　　仕入債務の増加額   10,829   5,051   100,857 


　　　預り金の増加額   6,468   1,243   60,250 


　　　 退職給付に係る負債及び役員退職慰労
　　　引当金の増加額


 
  721    666   6,715


　その他（純額）   2,041   3,653   19,010 


　　　　小計   70,349   41,409   655,202 


　　　　営業活動によるキャッシュ・フロー   113,938   99,864   1,061,181


 


投資活動によるキャッシュ・フロー：


　有形固定資産取得による支出   （41,536）   （42,063）   （386,859）


　無形固定資産取得による支出   （18,533）   （18,892）   （172,618）


　長期貸付金増減額（純額）   （3,283）   （3,917）   （30,586）


　長期前払費用の取得による支出   （9,229）   （3,112）   （85,964）


　関係会社株式取得による支出   （3,920）   （1,805）   （36,509）


　事業譲受による支出   （11,009）   （4,435）   （102,543）


　その他（純額）   （3,695）   （2,002）   （34,414）


　　　　投資活動によるキャッシュ・フロー   （91,209）   （76,227）   （849,492）


財務活動によるキャッシュ・フロー：


　　短期借入金の純増減額   5,160   29,190   48,058 


　　長期借入金の返済   （33,330）   （30,913）   （310,422）


　　配当金支払額   （25,258）   （24,751）   （235,251）


百万円 千米ドル※


2018 2017 2018


連結の範囲の変更を伴わない子会社株式の
取得による支出   （7,799）   （709）   （72,637）


　その他（純額）   （11）   1,546   （103）


　　　　財務活動によるキャッシュ・フロー   （61,238）   （25,638）   （570,355）


現金及び現金同等物に係る換算差額   173    （435）   1,620 


現金及び現金同等物の増減額   （38,336）   （2,436）   （357,046）


現金及び現金同等物の期首残高   67,692   69,793   630,455


連結の範囲の変更に伴う現金及び
現金同等物の増減額   765   335   7,126


現金及び現金同等物の期末残高  ¥ 30,120  ¥ 67,692  $ 280,535


※ 米ドル金額は、読者の便宜のため、2018年2月28日現在の東京外国為替市場での円相場1米ドル=107.37円で換算しています。
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